
岐 阜 県 海 津 市 

市章のデザインコンセプト  
3町が合併により躍動感あふれる市

を築き、いきいきと元気に暮らす様子と、

緑に恵まれ木曽三川が織り成すふ

れあい交流都市をイメージ。水と共

生するなかで市民の懐に抱かれな

がら成長する様も示す。 

海津町・平田町・南濃町 

合併の記録 

古紙含有率100％の再生紙を 
使用しています。 

環境に配慮した植物性大豆油インキを 
使用しています。 
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海津町・平田町・南濃町合併の記録 

「海津市」誕生 
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平成１７年３月２８日、海津郡海津町、平田町及び

南濃町が合併し、岐阜県で２１番目の市となる「海津

市」が誕生いたしました。

地方分権が実行の段階に入り、基礎的自治体である

市町村の行財政基盤の強化と効率化が不可欠の状況と

なっています。旧海津郡の３つの町は、従来より広域

連合、一部事務組合を設置するなどして、町の枠組み

を超えて互いに協力しながら効率的な行政サービスに

努めてきました。更に、その規模・能力を強化してい

くことが喫緊の課題との認識のもと、平成１４年２月２２日に海津郡町村合併問題検討会が

設置され、市町村合併についての検討を行うとともに、住民ニーズの把握、ＰＲ活動が行わ

れました。同検討会が実施した住民意識調査では、回答をいただいた方の約７割が合併協議

に前向きのご意見であり、そのうちの７割以上が海津郡３町の組み合わせが望ましいとの回

答をいただいているところです。こうした状況を背景に、同年１０月１日に法定協議会であ

る海津郡３町合併協議会が設置され、以来３６回にわたって協議が重ねられてきたほか、小

委員会等も精力的に行われました。

協議は、必ずしも平坦な道のりばかりではありませんでしたが、議論の末それぞれの局面

では活路を見出そうと懸命の努力が払われました。それには、原点として３町の合併を成就

させようという強い気持ちがあったからではないかと存じます。

しかしながら、市町村合併はゴールではなく、スタート地点に立ったに過ぎません。市民

の皆様の幸せを第一に考え、地域住民が生き生きと暮らすことこそ大切であり、早急に新市

としての体力を養い、確立していかなければなりません。新市まちづくり計画では、「光と

風と水のふれあい庭園都市」を将来像に掲げ、将来目標や基本方針を設定しており、本計画

を着実に実現していくことによって、地域の発展と住民福祉の向上を図っていく必要がある

と存じます。今後は、市民の皆様と連携・協働して多様なニーズに全力を傾ける所存でござ

います。

この合併にご尽力をいただきました多くの皆様に感謝申し上げますとともに、今後ともご

指導とご協力を賜りますようお願い申し上げ、ごあいさつといたします。

海津市長　松　永　清　彦

は じ め に



海津郡町村合併
問題検討会
平成14年
2月22日～9月30日

海津郡3町合併協
議会を設置
平成14年10月1日



合併協議会の様子

合併協議会委員
が地域内を視察



住民説明会を開催
平成15年2月13日
～22日、6会場
平成15年6月24日
～28日、5会場

合併協定書に
署名する3町長
（合併協定調印式）
平成16年9月10日



合併協定書を手に
握手
（合併協定調印式）

町長、合併協議
会委員、町議会
議員らによる記
念撮影
（合併協定調印式）



合併協定書

西濃地域振興局
長へ合併申請書
を提出
平成16年9月22日



愛知県立芸術大学
において市章選定
会議
平成17年2月10日

海津市誕生啓発ポスター



あいさつする
横山市長職務執
行者（開庁式）
平成17年3月28日

銘板除幕（開庁式）



市旗掲揚（開庁式）

くす玉開帳
（開庁式）





平成１７年３月２８日、海津町・平田町・南濃町の３町が合併して「海津市」が誕生。
面積１１２．３１k㎡、人口４１，２０４人（平成１２年国勢調査）
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１．新市のすがた

（１）位置・地勢

海津市は、岐阜県の最南端に位置し、西部・南部を三重県に、東部を木曽・長良川によっ

て愛知県に隣接している。中央部を流れる揖斐川以東の地域は平地が広がり、以西は急峻な

養老山地とその裾野に広がる扇状地・平地からなっている。一方、北部は、養老郡、安八郡

に接し、北東は羽島市に接している。

東西方向は約１３km、南北方向は約１７km、総面積１１２k㎡。地目別では農用地３６％、

森林２６％、宅地１０％、道路６％である。

（２）自然

海津市には、東海地方の代表的河川である木曽・長良川が東境を、揖斐川が中央部を流れ、

市域内には北端を流れる大榑川、内水排水路としての役割も持つ大江川、中江川、養老山地

の水を集める津屋川が流れている。これらの河川は、豊かな自然生態系が維持・保全され、

住民の生活に密着し、やすらぎと潤いを与えているとともに、河川によってもたらされた肥

沃な土壌に培われた豊かな田園地帯が広がっている。また、西部には、標高５００～８００ｍ

の山々が連なる養老山地があり、山麓では、みかん園や柿園が広がっている。

気候は、冬季に伊吹おろしと呼ばれる北西風が強いものの、伊勢湾などの海洋性気候の影

響を受けて概して温暖な地域である。

（３）人口・世帯数　

海津市の人口は、平成１２年１０月時点で４１，２０４人となっており、平成７年まで順

調に増加してきたが、その後減少に転じている。年齢別人口では高齢化率が１８％まで上昇

しており、平成７年と比べ約２ポイント増加している。それに対して、年少人口は１６％と

なっており、平成７年よりも約２ポイント減少し、少子高齢化が進んでいる。

また、世帯数は、平成１２年で１１，０７０世帯となっており、平成７年より５％増加し、

１世帯当たりの人員は３．７人に低下している。

なお、旧町別の面積（平成１４年）、世帯数及び人口（平成１６年）のデータは表１のと

おり。

新市の概要第１章
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の
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（４）産業

農業は、肥沃な土壌を利用して稲作と果樹生産が盛んであり、農業産出額は、８７億円

（平成１４年）となっている。

工業は、小規模なものが多く、工場が３３４（平成１５年）、製造品出荷額等が８０３億円

となっている。

商業は、小売店５０５店舗（平成１４年）が立地しており、年間販売額は３００億円となっ

ている。

海津市には、「国営木曽三川公園」、「海津温泉」、「千代保稲荷神社」、「水晶の湯」がある

など、年間の観光客は５００万人以上にも及ぶ。

また、新市の産業別就業者割合は、第１次産業が１０%、第２次産業が４２%、第３次産

業が４８%であり（平成１２年国勢調査）、岐阜県全体と比べ第１次産業、第２次産業就業

者の占める割合が高くなっている。

表１　面積・人口・世帯数

海津市　　　　海津町　　　 平田町　　　 南濃町

面　　　積　（平成１４年） 11,231 4,421 1,629 5,181

世　帯　数　（平成１６年） 11,420 4,006 2,284 5,130

総　人　口　（平成１６年） 40,290 14,744 8,344 17,202

年少人口（０～１４歳） 5,757 2,132 1,244 2,381

構成比 14.3% 14.5% 14.9% 13.8%

生産年齢人口（１５～６４歳） 26,626 9,695 5,443 11,488

構成比 66.1% 65.8% 65.2% 66.8%

老年人口（６５歳以上） 7,900 2,917 1.650 3,333

構成比 19.6% 19.8% 19.8% 19.4%

年齢不詳 7 0 7 0

構成比 0.0% 0.0% 0.1% 0.0%

１世帯当たり人員 3.5 3.7 3.7 3.4

（資料：岐阜県統計書）
※構成比の合計はラウンドのため一致しない。

年
　
齢
　
別
　
人
　
口

（単位：ha、人、世帯）
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昭和３０年１月、町村合併促進法（昭和２８年９月）の制定に伴い、高須町、吉里村、東

江村、大江村及び西江村の１町４ヵ村が合併、その後、同年２月に旧今尾町平原地区を編入

合併して海津町が誕生。

海抜ゼロメートル地帯にあり、三大河川の三角州堆積物による沖積平野を北から南へ展開

し、緩傾斜をなしている。平成７年には「長良川河口堰」が本格運用、続いて川底の浚渫工

事も平成９年に完成し、洪水に対する安全度が高まった。

昭和３０年２月、町村合併促進法（昭和２８年９月）の制定に伴い、今尾町及び海西村の

１町１村が合併して平田町が誕生。

日本三大稲荷の一つと言われる「千代保稲荷神社」、パターゴルフ場をもつ平田公園のほ

か、平成１２年には長良川の右岸堤防沿いに道の駅「クレール平田」が完成し、観光交流資

源を活用したまちづくりを進めてきた。

昭和２９年１１月、町村合併促進法（昭和２８年９月）の制定に伴い、城山町、石津村及

び下多度村の１町２村が合併して南濃町が誕生。

養老山地の扇状地とそのすそ野に広がる平野に発展してきた。平成１６年１２月には国道

２５８号沿いに道の駅「月見の里 南濃」が完成し、道路利用者と地域住民に向けた情報発

信機能など、地域活性化の核的施設として期待されている。

表２　産業別就業者数の推移

区　　　　　分
昭和５５年　　昭和６０年 平成２年　　　平成７年　　平成１２年

（１９８０） （１９８５） （１９９０） （１９９５） （２０００）

就　業　者　数 19,253 19,705 20,748 21,725 21,702

第１次産業 4,184 3,393 2,686 2,287 2,073

第１次産業就業率 21.7％ 17.2％ 12.9％ 10.5％ 9.6％

第２次産業 7,775 8,640 9,424 9,579 9,082

第２次産業就業率 40.4％ 43.8％ 45.4％ 44.1％ 41.8％

第３次産業 7,288 7,666 8,635 9,841 10,512

第３次産業就業率 37.9％ 38.9％ 41.6％ 45.3％ 48.4％

分類不能産業 6 6 3 18 35

（資料：国勢調査）

内

　

訳

（単位：人）

２．旧・海津郡３町（海津町・平田町・南濃町）の沿革

（１）旧・海津町

（２）旧・平田町

（３）旧・南濃町
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合併の背景第２章

平成１４年２月に町長及び各町５名ずつの議員において海津郡町村合併問題検討会を設置

し、啓発パンフレットの作成、住民説明会の開催、住民意識調査を実施。住民意識調査にお

いては、回答をいただいた約７割の方が合併に前向きの意向を示され、そのうちの約７割が

「海津郡３町の組み合わせが望ましい」との結果になった。

１．海津郡町村合併問題検討会の取り組み

海津郡町村合併問題検討会の組織

海津郡町村合併問題検討会委員

役職名 氏　　　名 町　名 備　　　考

会　長 西脇　幸雄 平田町 第１回～第８回

副会長
大橋　直治 海津町 第１回～第８回

堀田　富男 南濃町 第１回～第８回

永田　武秀 第１回～第８回

倉田　正美
海津町

第１回～第８回

水谷　武博 第１回～第３回　、第６回～第８回

森　　昇 第１回～第８回

古川　信雄 第１回～第８回

野村　治彦
平田町

第１回～第８回

近藤　輝明 第１回～第８回

委　員 水谷　守男 第１回～第８回

丹羽　恒夫 第１回～第８回

村山　龍平
南濃町

第１回～第８回

伊藤　邦雄 第１回～第８回

平井　　肇 第１回～第８回

横山　善郎 平田町 第１回～第８回

平野　義明 海津町 第３回～第８回

後藤　庄吉 南濃町 第３回～第８回

松永　清彦 第２回～第８回

オブザーバー 小山　　豊 第１回～第５回

神田　長平 第６回～第８回（第４回、第５回は委員として出席）

（敬称略）
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海津郡町村合併問題検討会が、平成１４年６月２８日から７月１５日にかけて合併協議の

是非、望ましい合併パターンなどを設問とするアンケート調査を実施した。

１、調査目的

海津郡３町にお住まいの方々を対象に、町村合併への関心や地域の将来像についての意向

等を把握し、将来構想・建設計画策定の基礎資料にするとともに、町村合併に対しての住民

の関心を高めることを目的として実施した。

２、調査対象、調査方法及び回収結果

郡内２０歳以上無作為抽出で５，０００人（海津町：１，８００　平田町：１，０００　南

濃町：２，２００）に郵送にて実施した結果、２，１８６人（海津町：７９０　平田町：３７

８　南濃町：１，００４）から回答があり、回収率は、全体で４３．７%であった。次に性別、

年齢別には、男性が９６３人（４４．１%）、女性が１，２０３人（５５．０%）、不明２０人

（０．９%）で、２０歳代２７０人（１２．４%）・３０歳代２８６人（１３．１%）・４０歳

代３４６人（１５．８%）・５０歳代４８１人（２２．０%）・６０歳代４２６人（１９．

５%）・７０歳以上３６５人（１６．７%）・不明１２人（０．５%）となっている。

男　　女　　無回答 

海津町　　平田町　　南濃町　　無回答 

20代　　30代　　40代　　50代　　60代　　70歳以上　　無回答 

（1）居住町  （％） 

（2）性別　　（％） 

（3）年齢　　（％） 

36.1 17.3 45.9

0.6

44.1 55.0

0.9 

12.4 13.1 15.8 22.0 19.5 16.7

0.5

２．アンケート調査結果
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◇ まちの現状

Ｑ　みなさんがお住まいになっている町の現状をどうお考えになっているか。

◎　満足度が高い項目は、１位が「自然環境の豊かさ」（満足３５．０%、やや満足２４．

８%）、２位が「水道の整備状況」（同２０．０%、１７．１%）、以下「ごみの収集・処理の

状況」（同１４．１%、１９．４%）と「道路の整備状況」（同１７．８%、１７．７%）と

なっている。

一方、不満が多い項目は、１位が「交通機関の便利さ」（不満３１．８%、やや不満 ２６．

８%）、２位が「働きがいのある職場」（同１７．６%、２７．４%）、３位が「日常の買物の

便利さ」（同１８．１%、２９．５%）となっている。

Q2　環境についての満足度（％） 

満足　　やや満足　　普通　　やや不満　　不満　　無回答 

自然環境の豊かさ 

水道の整備状況 

ごみの収集・処理の状況 

道路の整備状況 

人情味や地域の連帯感 

火災や災害からの安全性 

子どもの教育環境 

福祉サービスや施設整備の状況 

騒音・振動・悪臭等の環境 

生涯学習活動・芸術・文化活動や施設整備の状況 

行政情報や催事情報の提供状況 

下水・排水の処理状況 

保健・医療サービスや施設整備の状況 

公園・緑地・広場の整備状況 

国内外との交流活動 

スポーツ活動や施設整備の状況 

男女平等意識や女性の社会参画の状況 

日常の買物の便利さ 

働きがいのある職場 

交通機関の便利さ 

　　　　　　35.0　　　　　　　　　　　　24.8　　　　　　　　　　　32.2　　　　　　3.9  

　　　20.0　　　　　　17.1　　　　　　　　　　　　　　49.3　　　　　　　　　　6.9 

　　14.1　　　　　19.4　　　　　　　　　　　　　48.4　　　　　　　　　　　　11.4　  3.9   

　　17.8　　　　　　17.7　　　　　　　　　　35.6　　　　　　　　　　18.0　　　　　7.2　3.7  

 6.5　　　16.2　　　　　　　　　　　　　54.8　　　　　　　　　　　　　　 13.3　　　5.7 

　10.1　　　  15.5　　　　　　　　　　　　48.3　　　　　　　　　　　　　17.4　　　  5.3 

 5.9　　12.5　　　　　　　　　　　　　56.9　　　　　　　　　　　　　　　13.8　　  6.2　4.7  

 6.6　　　14.5　　　　　　　　　　　48.1　　　　　　　　　　　　　　19.3　　　　  6.9    4.7  

　10.2　　　14.6　　　　　　　　　　42.2　　　　　　　　　　　　　19.3　　　　  10.7  

  7.4　　  12.3　　　　　　　　　　　　51.2　　　　　　　　　　　　　　18.0　　　　7.1    4.0  

 5.4　  10.6　　　　　　　　　　　　　58.2　　　　　　　　　　　　　　　15.8　　　 6.1   3.8  

　 12.4　　　10.9　　　　　　　　　　43.9　　　　　　　　　　　　17.7　　　　　11.7 

 6.2　　　13.5　　　　　　　　　　46.4　　　　　　　　　　　　　　21.5　　　　　  8.9  

  7.9　　　14.2　　　　　　　　　　41.4　　　　　　　　　　　　　22.5　　　　　  10.4  

3.5   7.2　　　　　　　　　　　　57.4　　　　　　　　　　　　　　　　17.9　　　  6.5　  7.5  

 6.1　　11.0　　　　　　　　　　47.6　　　　　　　　　　　　　　20.4　　　　　  10.7　  4.3  

　   5.2　　　　　　　　　　　　　62.9　　　　　　　　　　　　　　　　18.3　　　　 5.5   4.9  

 5.9　　9.6　　　　　　　33.9　　　　　　　　　　　　　29.5　　　　　　　　　18.1　　　  

　  3.9　　　　　　　38.9　　　　　　　　　　　　　　27.4　　　　　　　　17.6　　　　8.8  

 6.5　　8.9　　　　　23.1　　　　　　　　　26.8　　　　　　　　　　　　31.8　　　　　　  

1.4  2.7

2.8

3.33.5

2.9

3.2

3.6

3.4

3.3

3.1

3.5

3.5

3.0

3.4



8

第
２
章

合
併
の
背
景

Ｑ　現状のままで将来の行政需要に対応したサービスが提供できますか。

◎「できると思う」が７．４%、「どちらかといえばできると思う」が１８．８%で両者を

併せて２６．２%が“できる”と答えている。また、「どちらかといえばできないと思う」

が３２．４%、「できないと思う」が２２．６%で両者を併せて５５．０%が“できない”と

のことであった。

◎　合併についてどの程度関心があるかについて、「非常に関心がある」が２６．６%、「多

少関心がある」が４８．９%で両回答を合わせると７５．５%の人が“関心がある”と答え

ており、「全く関心がない」が２．９%、「あまり関心がない」が２０．７%で両回答を合わ

せると２３．６%の人が“関心がない”となっている。

◇ 市町村合併について

Ｑ　海津郡町村合併問題検討会の設置等、市町村合併に関しての認知度や関心度などについ

て。

◎　海津郡町村合併問題検討会の動きについて、「よく知っている」が２３．０%、「多少知

っている」が６２．６%で両回答を合わせると８５．６%の人が“知っている”と回答され、

「知らない」と答えた人は１３．５%にとどまっている。

Q3.現状のままで将来の行政需要に対応した提供ができると思いますか　　（％）     

できると思う　　どちらかといえばできると思う　　どちらかといえばできないと思う　　できないと思う 
わからない　　無回答 

7.4 18.8 32.4 22.6 17.2

1.6

Q4.合併問題検討会の動きについて　　（％）    

よく知っている　　多少知っている　　知らない　　無回答 

23.0 62.6 13.5

0.9 
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Ｑ　海津郡３町が合併に向けて協議を進めていくことについて。

◎　合併協議の進め方について、「進めていくことが望ましい」が７１．７%と圧倒的に多

く、「進めていく必要はない」との回答は６．７%にとどまり、「どちらでもよい」が１０．

９%、「わからない」が９．２%となっている。

◎　「進めていくことが望ましい」と回答した人が考える望ましい組合せは、「海津郡３町」

が７１．４%と圧倒的に多く、「２０市町村」が１０．２%、「１２市町」が１５．３%、「そ

の他」が２．４%となっている。

Ｑ5　合併の動きについての関心度　　（％） 

非常に関心がある　　多少関心がある　　あまり関心がない　　全く関心がない　　無回答 

26.6 48.9 20.7

2.9  0.9

Ｑ6－1　合併協議を進めることについて　　（％） 

進めていくことが望ましい　　進めていく必要はない　　どちらでもよい　　わからない　　無回答 

71.7 6.7 10.9 9.2

1.5

Ｑ6－2　望ましい組み合わせ　　（％） 

海津郡3町　　20市町村　　12市町　　その他　　無回答 

71.4 10.2 15.3

2.4   0.7
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◇ 合併に対する期待

Ｑ　市町村が合併する場合、どのような効果を期待するか。（複数回答）

◎　市町村合併に住民が期待することは、１位が「行政組織の統合などによる行政の効率化

や経費の節減」で５０．９%、２位が「行政サービスの提供区域が広がり、自分たちの施設

として利用できる公共施設の増加などによる生活の利便性や魅力の向上」で４２．８%、以

下、「都市的サービスと豊かな自然など多様な地域資源を生かした一体的な整備による魅力

あるまちづくりの推進」の３８．０%と「組織の統合化や専門職の増強などによる保健・福

祉・土木をはじめとする専門的で高度な行政サービスの提供」の３７．３%と続いている。

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

Ｑ7　市町村合併に期待すること（複数回答）（％） 

行政組織の統合などによる行政の 
効率化や経費の節減 

 
公共施設の増加などによる生活の 

利便性や魅力の向上 
 

多様な地域資源を生かした一体的な 
整備による魅力あるまちづくり 

 
組織の統合化や専門職の増強による 

高度な行政サービスの提供 
 

広域的視点からの道路、公共施設の 
整備など効果的なまちづくりの推進 

 
拠点都市としてのイメージアップや 

将来の飛躍・発展 
 

行政基盤の強化による大規模事業 
など各種事業の計画的な実施 

 

その他 

 

特にない 

 

わからない 

 

無回答 

50.9

42.8

38.0

37.3

29.0

22.4

10.2

3.3

3.4

5.1

2.3
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◇ 合併に対する不安

Ｑ、市町村が合併する場合、どのようなことが心配ですか。（複数回答）

◎　市町村合併で住民が心配することは、１位が「公共料金など住民負担が増大する恐れ」

で４８．５%、２位が「行政区域が広がり、きめ細かな行政サービスが難しくなる恐れ」で

４６．３%、以下、「合併市町村内で地域格差（中心部と周辺部）が生じる恐れ」の３６．

５%、「市役所への距離が遠くなり、不便になる恐れ」の３６．１%となっている。

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

Ｑ8　市町村合併で心配すること（複数回答）（％） 

公共料金など住民負担が増大 
する恐れ 

 
行政区域が広がり、きめ細かな行政 

サービスが難しくなる恐れ 
 

合併市町村内で地域格差（中心 
部と周辺部）が生じる恐れ 

 
市役所への距離が遠くなり、 

不便になる恐れ 
 

行政組織の拡大に伴い民意 
が反映されにくくなる恐れ 

 
公共投資の増大による財政が 

悪化する恐れ 
 

地域の連帯感、コミュニティが 
弱くなる恐れ 

 
区域の広がりによって公共投資が 
分散され、まちづくりが遅れる恐れ 

 
地域の伝統、文化など個性や 

特徴が失われる恐れ 
 

その他 

 

特にない 

 

わからない 

 

無回答 

48.5

46.3

36.5

36.1

29.5

23.7

12.5

10.4

8.6

1.3

2.7 
 

2.4

1.6
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◇「市町村合併」で重点的に進める施策

Ｑ　市町村が合併する場合、重点的に進めていく施策について。（複数回答）

◎　市町村合併で重点的に進める施策は、１位が「高齢者や障害者などの福祉サービスの充

実」で５８．３%、２位が「地域保健医療体制や救急医療体制の充実」４５．２%、３位が

「企業の誘致、商業の振興など地域経済の活性化」で３３．２%となっている。

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

Ｑ9　市町村合併で重点的に進める施策について（複数回答）（％） 

高齢者や障害者などの福祉 
サービスの充実 　 

地域保健医療体制や救急医療 
体制の充実 　 

企業の誘致、商業の振興など 
地域経済の活性化 　 

文化センター、図書館などの 
利用ネットワークの形成等 　 
市街地や田園集落における 

良好な住環境の形成 　 
合併市町村を連絡する幹線道路 
整備による交通利便性の向上 　 
地域の特性に応じた秩序ある 

土地利用の推進 　 
行政情報の公開、住民参加機会 

の拡充など 
　 

情報通信基盤や行政サービス 
提供システムの整備・充実 

　 
観光ネットワークの形成など 
交流・観光施策の充実 

　 
国・県の公共施設の誘致による 
特色ある地域振興拠点の整備 

　 
各種都市機能の集積や高次化の 
推進による都市的サービスの向上 

　 
森林の公益的機能の維持・向上 

など自然環境の保全・活用 
　 

資源循環型社会の形成や環境保全 
対策に向けた取り組みの強化 

　 
農林業の振興（生産基盤の整備、 

担い手の育成など） 
　 

工業団地の造成による 
企業立地基盤の整備 

　 
生活交通路線（バス路線）の 

維持・充実 
 

その他 
 

無回答 

58.3

45.2 
 

33.2

30.2

29.1

27.5

24.7

23.5

17.8

17.6

15.1

14.4

13.5

12.8

8.7

8.1

0.5

0.3

3.1
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今日、モータリゼーションの発達、道路整備の進展などから、住民の就業、買物などの日

常生活や、娯楽・レジャー活動は益々広域化している。海津郡においては、名古屋市などに

通勤する人が多く、日常的な買物・娯楽は、海津郡及び周辺市町の幹線道路沿いに立地して

いる専門店、大型スーパーマーケットやショッピングセンターが担っている。

このような生活圏の広域化に対応して、地域医療や高齢者福祉、ごみ処理・公害対策など

を地域が連携しながら解決しているが、より効率的な行政を推進する必要がある。

また、サービスを受ける地域と税を払う地域が乖離する人が多くなってきており、住民の

納税者意識を薄れさせ、行政依存を強める結果となっている。これからの行政は、住民との

健全なパートナーシップに基づき実施していくことが求められる中で、納税者意識を高める

生活圏の一体化を目指す必要がある。

先に述べたように、今後更なる経済のグローバル化、地球環境問題の深刻化、超高齢社会

の進展、ＩＴ革命・ブロードバンドの普及、デジタル社会の到来、男女共同参画社会の推進、

ＮＰＯ活動の活発化などが予想される。こうした高度で複雑な行政課題に対応するためには、

高い見識と高度な専門性を有する職員が必要である。

また、「地方でできることは地方で」という考え方に基づき、地域の自主性によって処理

できるように権限移譲が行われている。その際、現在の町の規模では膨大な事務量を処理す

るマンパワー、専門性と責任の面で行政能力に欠ける面があり、そうした能力を有するに相

応しい職員規模を持つ自治体へ再編することが必要になっている。

すなわち、合併によって自治体規模を拡大し、職員数の多い自治体になることによって、

自己決定・自己責任で多くの行政サービスが実施できる能力を向上させる必要がある。

国・地方とも厳しい財政状況にあり、財政再建は重要な課題となってきている。また、歳

入の中で大きな割合を占めている地方交付税も大きな期待は望めない。

一方、高齢社会の進展に伴い、今後ますます福祉費（扶助費）の増大が予想される。

このように、地方自治体は財政的に厳しい局面に立たされており、海津郡３町においても、

住民サービスの維持・向上を図るためには、自治体規模の拡大による財政基盤の強化と、徹

底して無駄を省く効率的な財政運営とが求められる。

３．合併の必要性と効果

（１）生活圏の広域化への対応

（２）新たな行政課題の山積と地方分権への対応

（３）厳しい財政状況への対応と効率性の高い行政運営



第３章
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平成１４年２月２２日から同年９月３０日まで、９回に及ぶ海津郡町村合併問題検討会に

おいて検討した結果、法定協議会である海津郡３町合併協議会を設置するとの結論に達した。

こうしたことから、同年に３町それぞれの９月定例議会において、海津郡３町合併協議会設

置の議案を可決し、１０月１日に法定協議会（海津郡３町合併協議会）を設置した。その後、

住民説明会を開催するとともに、合併協定項目の調整、新市建設計画作成などを合併協議会

において確認し、平成１６年９月にそれぞれの町の議会において合併関連議案を可決した。

また、同年１２月１６日に岐阜県議会において廃置分合を可決、平成１７年１月１７日に官

報において告示された。実に合併問題検討会が９回、合併協議会が３６回、そのほか新市名

称候補選定小委員会、事務所の位置等検討小委員会、協定事項調査検討小委員会などの協議

を重ね海津市が誕生した。

海津郡３町合併協議会規約
（協議会の設置）

第１条　海津町・平田町・南濃町（以下「３町」という。）は、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２５２条の２第１項及び市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法

律第６号。以下「法」という。）第３条第１項の規定に基づき、合併協議会（以下「協議

会」という。）を置く。

（協議会の名称）

第２条　協議会は、海津郡３町合併協議会と称する。

（協議会の事務）

第３条　協議会は、次に掲げる事務を行う。

（１）３町の合併に関する協議

（２）法第５条の規定に基づく市町村建設計画の作成

（３）前２号に掲げるもののほか、３町の合併に関し必要な事項

（事務所）

第４条　協議会の事務所は、会長の属する町に置く。

（組織）

第５条　協議会は、会長、副会長及び委員をもって組織する。

（会長及び副会長）

第６条　会長及び副会長は、３町の長が協議し、３町の長のうちからこれを選任する。

２　会長及び副会長は、非常勤とする。

合併の経緯第３章

１．海津郡３町合併協議会の設置

（１）海津郡３町合併協議会規約
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（委員）

第７条　委員は、次の者をもって充てる。

（１）３町の長

（２）３町の議会の議長及び３町の議会が選任する議員各２名

（３）３町の長が協議して定めた学識経験を有する者

２　委員は、非常勤とする。

（会長の職務代理者）

第８条　会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する順位に

よる副会長が会長の職務を代理する。

（会議）

第９条　協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。

２　委員の３分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは、会長は、これを招集しな

ければならない。

３　会議の開催場所及び日時は、会議に付すべき事項とともに会長があらかじめ委員に通知

しなければならない。

（会議の運営）

第１０条　会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。

２　会議の議長は、会長がこれに当たる。

３　会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮り別に定める。

（小委員会）

第１１条　協議会は、担任事務の一部について調査、審議等を行うため小委員会を置くこと

ができる。

２　小委員会の組織、運営その他必要な事項は、会長が会議に諮り別に定める。

（事務局）

第１２条　協議会の事務を処理するため、協議会に事務局を置く。

２　事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。

（職員）

第１３条　協議会の事務に従事する職員は、３町の長が協議して定めた者をもって充てる。

（幹事会）

第１４条　協議会に提案する必要な事項について協議又は調整を行うため、協議会に幹事会

を置くことができる。

２　幹事会の組織、運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。

（経費）

第１５条　協議会に要する経費は、３町の長が協議して負担する。
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（監査）

第１６条　協議会の出納の監査は、会長の属する町の監査委員に委嘱して行う。

２　監査委員は、監査の結果を会長に報告しなければならない。

（財務に関する事項）

第１７条　協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長の属する町

の例により会長が別に定める。

（報酬及び費用弁償）

第１８条　協議会の会長、副会長、委員及び監査委員等は、報酬及びその職務を行うために

要する費用弁償を受け取ることができる。

２　前項に定める報酬及び費用弁償の額並びに支給方法等については、会長の属する町の例

により会長が別に定める。

（協議会解散の場合の措置）

第１９条　協議会が解散した場合においては、協議会の収支は解散の日をもって打ち切り、

会長であった者がこれを決算する。

（補則）

第２０条　この規約に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、会長が会議に諮り別

に定める。

附　則

この規約は、平成１４年１０月１日から施行する。

合併協議会の様子
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役職名 氏　名 旧町名 選　出　区　分 在　任　期　間
会　長 横山　善郎 平田町 町　長

後藤　庄吉
南濃町 町　長

副会長 勅使川原文生
平野　義明 海津町 町　長
神田　長平
水谷　武博 議会議長
服部 寿
水谷　武博
神田　長平 海津町　議会議員　　議会選任
大橋　直治
伊藤　常行 自治会の代表
小粥　廣子 女性の代表
芳賀麒一郎 学識経験者 農林水産業の代表
瀧澤　伸二 商工業の代表
永田　実彦 青年団体の代表
小山　　豊

議会議長
西脇　幸雄
六鹿　正規
野村　治彦 議会議員　　議会選任
水谷　守男

委　員 棚橋　一好 平田町
自治会の代表

小山 豊
大橋　圭子 女性の代表
近藤　正城

学識経験者
農林水産業の代表

下村　和寿
商工業の代表

水谷　芳郎
後藤　啓太 青年団体の代表
伊藤　邦雄
田中 正
丹羽　恒夫

議会議長

平井 肇
村山　龍平
丹羽　恒夫

議会議員 議会選任
田中 正 南濃町
平井 肇
藤田　明弘 区長会の代表
加々本佐知子 女性の代表
伊藤　友貴 学識経験者 農林水産業の代表
伊藤　靖敏 商工業の代表
加藤　鉄也 青年団体の代表
佐藤　正幸

西濃地域振興局振興課長
宗宮　正典 岐阜県

松永　清彦 岐阜県議会議員

（２）海津郡３町合併協議会の組織

海津郡３町合併協議会委員 （敬称略）

H14.10～H17. 3
H14.10～H15. 5
H15.  6～H17. 3
H14.10～H17. 3
H14.10～H15. 4
H15.  5～H16. 8
H16.  9～H17. 3
H14.10～H15. 4、H16. 9～H17. 3
H15.  5～H17. 3
H14.10～H16. 8
H14.10～H17. 3
H14.10～H17. 3
H14.10～H17. 3
H14.10～H17. 3
H14.10～H17. 3
H14.10～H14.10
H14.10～H17. 3
H14.10～H15. 9
H15.10～H17. 3
H14.10～H17. 3
H14.10～H15. 3
H15.  4～H17. 3
H14.10～H17. 3
H14.10～H17. 3
H14.10～H15. 1
H15.  2～H17. 3
H14.10～H17. 3
H14.10～H14.10
H14.10～H15. 4
H15.  5～H16. 3、H16. 9～H17. 3
H16.  4～H16. 8
H14.10～H16. 3
H14.10～H15. 4、H16. 4～H16. 8
H15.  5～H17. 3
H16.  9～H17. 3
H14.10～H17. 3
H14.10～H17. 3
H14.10～H17. 3
H14.10～H17. 3
H14.10～H17. 3
H14.10～H16. 3
H16.  4～H17. 3
H14.10～H17. 3
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合併協議会 

付議事案・関係資料 
等の提出 

小委員会 

幹事会 

・事務レベル調整の最高機関 
・協議会会議の議案調整 
・協議会運営の総合調整 
・各種スケジュール調整 
・専門部会間調整等 

会議開催に係る一般事務 

専門部会 

・現況調査票のとりまとめ 
・調整原案のとりまとめ 
・分科会間の調整進行管理等 

・現況調査票の作成 
・調整原案の作成 
・事務担当者レベルの調整等 

分　科　会 
（各種事業実施部署） 

会
議
開
催
に
係
る 

一
般
事
務 

事
　
務
　
局 

会議資料として 
の調査状況・ 
結果要求 

調査スケジュール 
の指定 

スケジュール・ 
調査票記載項目・ 
内容等調整 

調査進行状況の報告 

調査票・調整事項等 
提出進行状況報告 

・調査票ひな形作成 
・調査項目分類表作成 
・調査細目調整 
・関係資料の収集・作成 
・事務調整 
  （会議室手配等） 

（３）海津郡３町合併協議会組織相関図
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海津郡３町合併協議会幹事会設置要領

（幹事会の設置）

第１条　海津郡３町合併協議会規約（以下「規約」という。）第１４条第２項の規定に基づ

き、海津郡３町合併協議会幹事会（以下「幹事会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条　幹事会は、海津郡３町合併協議会会長（以下「会長」という。）の指示を受け、海

津郡３町合併協議会（以下「協議会」という。）に提案する必要な事項について、協議又

は調整するものとする。

２　前項に規定するもののほか、海津郡３町の合併に必要な事項について、協議又は調整す

るものとする。

（幹事）

第３条　幹事は、別表に掲げる職にあるものをもって充てる。

（組織）

第４条　幹事会は、幹事をもって組織する。

２　幹事会に幹事長及び副幹事長を置く。

（会議）

第５条　幹事会は、幹事長が必要に応じて随時開催する。

（会議の運営）

第６条　幹事長は、幹事会を主宰し、会議の座長となる。

２　副幹事長は、幹事長を補佐し、幹事長に事故あるときは、その職務を代理する。

（専門部会）

第７条　幹事会は、必要に応じて専門部会を置くことができる。

（関係者の出席）

第８条　幹事会は、必要に応じて関係職員等の出席を求めることができる。

（報告）

第９条　幹事長は、幹事会の協議経過及び結果について会長に報告するものとする。

（庶務）

第１０条　幹事会の庶務は、規約第１２条第１項に規定する協議会事務局において処理する。

（委任）

第１１条　この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附　則

この要領は、平成１４年１０月１日から施行する。

附　則

この要領は、平成１６年４月１日から施行する。

（４）海津郡３町合併協議会幹事会設置要領
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海津郡３町合併協議会事務局規程

（趣旨）
第１条　この規程は海津郡３町合併協議会規約第１２条第２項の規定に基づき、海津郡３町
合併協議会（以下「協議会」という。）の事務局に関し、必要な事項を定めるものとする。
（所掌事務）
第２条　事務局は、次に挙げる事項を所掌する。
（１）協議会の会議に関すること
（２）協議会の協議資料の作成に関すること
（３）協議会の庶務に関すること
（４）その他協議会の運営に関し必要な事項
（職員等）
第３条　事務局に事務局長、その他必要な職員を置く。
（職員の職務）
第４条　事務局長は、協議会の会長の命を受け、事務局の事務を統括する。
２　その他の職員は、事務局長の命を受け、事務局の事務に従事する。
（決裁）
第５条　会長が決裁する事項は、次のとおりとする。
（１）協議会の運営に関する基本方針の決定

別表（第３条関係）

区　　　分 職　　　　　名

海　津　町 収　入　役 統　括　参　事 調整監兼総務課長

平　田　町 助　　　役 総　務　課　長 企　画　課　長

南　濃　町 総括管理監 総務企画課長 総務企画課主幹

幹事会の様子

（５）海津郡３町合併協議会事務局規程
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別表（第９条関係）

１、名　称 海津郡３町 海津郡３町合 海津郡３町
合併協議会 併協議会長職 合併協議会
長之印 務代理者之印 事務局長之印

２、ひな形 省略 省略 省略

３、寸　法 1.8 cm×1.8 cm 1.8 cm×1.8 cm 1.8 cm×1.8 cm

４、書　体 古印体 古印体 古印体
５、用　途 会長名をもって 会長職務代理者名を 事務局長名をもって

発する文書用 もって発する文書用 発する文書用

６、個　数 １ １ １

（２）協議会に提案する議案の決定
（３）協議会の予算及び決算
（４）規程及び要領等の制定改廃
（５）その他特に事務局長が重要と判断する事項
（専決事項）
第６条　事務局長は、次に掲げる事項を専決することができる。
（１）１件につき３万円未満の物品購入に関すること
（２）職員の休暇及び時間外勤務命令並びに出張命令に関すること
（３）その他軽易な事項に関すること
（代決）
第７条　会長が不在のときは、副会長がその事務を代決する。
２　会長及び副会長がともに不在のときは、事務局長がその事務を代決する。
（文書の取扱い）
第８条　事務局における文書の収受、発送、処理、保存その他文書の取扱いに関し必要な事
項は、会長の属する町の公文書の取扱いの例によるものとする。
（公印の取扱い）
第９条　協議会の公印の名称、ひな形、寸法、書体、用途及び個数は、別表のとおりとする。
２　協議会の公印の保管は、事務局長が行う。
（職員の服務）
第１０条　職員の服務及び勤務時間その他の勤務条件については、会長の属する町の例によ
る。
（給与）
第１１条　職員の給与については、それぞれ派遣する町の負担とする。ただし、職員の旅費
については、会長の属する町の例により協議会が支給する。
（委任）
第１２条　この規程に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定める。

附　則
この規程は、平成１４年１０月１日から施行する。
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●平成１５年度歳入歳出決算

歳入

款　　　　　　項　　　　 予算現額　　　　調定額　　　　収入済額
予算現額と収入

済額との比較

１．分担金及び ３８，８１５，０００ ３８，８１５，０００ ３８，８１５，０００ ０

負担金 １．負担金 ３８，８１５，０００ ３８，８１５，０００ ３８，８１５，０００ ０

２．県支出金 １５，０００，０００ １５，０００，０００ １５，０００，０００ ０

１．県交付金 １５，０００，０００ １５，０００，０００ １５，０００，０００ ０

３．繰越金 ９，９４３，０００ ９，９４３，７７６ ９，９４３，７７６ ７７６

１．繰越金 ９，９４３，０００ ９，９４３，７７６ ９，９４３，７７６ ７７６

４．諸収入 ２，０００ ２８２ ２８２ △１，７１８

１．諸収入 ２，０００ ２８２ ２８２ △１，７１８

歳 入 合 計 ６３，７６０，０００ ６３，７５９，０５８ ６３，７５９，０５８ △９４２

（単位：円）

●平成１４年度歳入歳出決算

歳入

款　　　　　　項　　　　 予算現額　　　　調定額　　　　収入済額
予算現額と収入

済額との比較

１．分担金及び ４１，３９９，０００ ４１，３９９，０００ ４１，３９９，０００ ０

負担金 １．負担金 ４１，３９９，０００ ４１，３９９，０００ ４１，３９９，０００ ０

２．諸収入 １，０００ １１１，１２０ １１１，１２０ １１０，１２０

１．諸収入 １，０００ １１１，１２０ １１１，１２０ １１０，１２０

３．県支出金 ０ ０ ０ ０

１．県交付金 ０ ０ ０ ０

歳 入 合 計 ４１，４００，０００ ４１，５１０，１２０ ４１，５１０，１２０ １１０，１２０

（単位：円）

歳出

款　　　　　　 項 予算現額　　　支出済額　　　　不用額
予算現額と支出

済額との比較

１．運営費 ２０，７００，０００ １２，４９０，７０９ ８，２０９，２９１ ８，２０９，２９１

１．会議費 ５，１５９，０００ ２，９７６，６０６ ２，１８２，３９４ ２，１８２，３９４

２．事務費 １５，５４１，０００ ９，５１４，１０３ ６，０２６，８９７ ６，０２６，８９７

２．事業費 １．事業推進費 ２０，３６７，０００ １９，０７５，６３５ １，２９１，３６５ １，２９１，３６５

２０，３６７，０００ １９，０７５，６３５ １，２９１，３６５ １，２９１，３６５

３．予備費 ３３３，０００ ０ ３３３，０００ ３３３，０００

１．予備費 ３３３，０００ ０ ３３３，０００ ３３３，０００

歳 出 合 計 ４１，４００，０００ ３１，５６６，３４４ ９，８３３，６５６ ９，８３３，６５６

（単位：円）

（６）海津郡３町合併協議会　歳入歳出決算（平成１４年度～１６年度）
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●平成１６年度歳入歳出決算（案）

歳入

款　　　　　　項　　　　 予算現額　　　　調定額　　　　収入済額
予算現額と収入

済額との比較

１．分担金及び ９，９９８，０００ ９，９９８，０００ ９，９９８，０００ ０

負担金 １．負担金 ９，９９８，０００ ９，９９８，０００ ９，９９８，０００ ０

３．繰越金 ２６，９１９，０００ ２６，９１９，９１５ ２６，９１９，９１５ ９１５

１．繰越金 ２６，９１９，０００ ２６，９１９，５１５ ２６，９１９，９１５ ９１５

４．諸収入 ２，０００ ８７，２０９ ８７，２０９ ８５，２０９

１．諸収入 ２，０００ ８７，２０９ ８７，２０９ ８５，２０９

歳 入 合 計 ３６，９１９，０００ ３７，００５，１２４ ３７，００５，１２４ ８６，１２４

（単位：円）

歳出

款　　　　　　 項　　　　 予算現額 支出済額　　　　不用額
予算現額と支出

済額との比較

１．運営費 ２３，９０６，０００ １５，９４１，７５７ ７，９６４，２４３ ７，９６４，２４３

１．会議費 ５，２６０，０００ ３，２０５，６９２ ２，０５４，３０８ ２，０５４，３０８

２．事務費 １８，６４６，０００ １２，７３６，０６５ ５，９０９，９３５ ５，９０９，９３５

２．事業費 ３９，３５８，０００ ２０，８９７，３８６ １７，８３０，６１４ １８，４６０，６１４

１．事業推進費 ３９，３５８，０００ ２０，８９７，３８６ １７，８３０，６１４ １８，４６０，６１４

３．予備費 ４９６，０００ ０ ４９６，０００ ４９６，０００

１．予備費 ４９６，０００ ０ ４９６，０００ ４９６，０００

歳 出 合 計 ６３，７６０，０００ ３６，８３９，１４３ ２６，２９０，８５７ ２６，９２０，８５７

（単位：円）

歳出

款　　　　　　項 予算現額　　　 支出済額 不用額
予算現額と支出

済額との比較

１．運営費 １４，３６１，０００ １１，４６５，１７０ ２，８９５，８３０ ２，８９５，８３０

１．会議費 ３，６３２，０００ ２，８１９，６５９ ８１２，３４１ ８１２，３４１

２．事務費 １０，７２９，０００ ８，６４５，５１１ ２，０８３，４８９ ２，０８３，４８９

２．事業費 ２１，５５８，０００ ９，８６６，４５３ １１，６９１，５４７ １１，６９１，５４７

１．事業推進費 ２１，５５８，０００ ９，８６６，４５３ １１，６９１，５４７ １１，６９１，５４７

３．予備費 １，０００，０００ ０ １，０００，０００ １，０００，０００

１．予備費 １，０００，０００ ０ １，０００，０００ １，０００，０００

歳 出 合 計 ３６，９１９，０００ ２１，３３１，６２３ １５，５８７，３７７ １５，５８７，３７７

（単位：円）
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海津郡３町合併協議会専門部会設置要領
（専門部会の設置）

第１条　海津郡３町合併協議会幹事会設置要領（以下「要領」という。）第７条の規定に基

づき、海津郡３町合併協議会専門部会（以下「専門部会」という。）を設置する。

（所掌事項）

第２条　専門部会は、海津郡３町合併協議会幹事会幹事長（以下「幹事長」という。）の指

示を受け、海津郡３町合併協議会規約第３条に掲げる事項について専門的に協議又は調整

する。

（組織）

第３条　専門部会は、海津町・平田町及び南濃町の常勤の一般職職員等をもって組織する。

２　専門部会が所掌する事項の一部について、より専門的に協議又は調整するため、専門部

会に分科会を置く。

３　専門部会名及び分科会名並びにそれぞれ関係する所管課等及びその構成委員について

は、別表のとおりとする。

（役員）

第４条　専門部会に、部会長及び副部会長２名を置く。

２　分科会に、分科会長及び副分科会長若干名を置く。

３　部会長及び副部会長２名は、それぞれ構成する分科会の分科会長及び副分科会長の互選

により、分科会長及び副分科会長若干名は幹事会が指名する。

（役員の職務）

第５条　部会長は専門部会を、分科会長は分科会を代表し、それぞれの会務を総理する。

２　副部会長はそれぞれの部会長を、副分科会長はそれぞれの分科会長を補佐する。

３　部会長に事故あるとき又は部会長が欠けたときは、それぞれの部会長があらかじめ指名

する順位による副部会長がその部会長の職務を代理し、分科会長に事故があるとき又は分

科会長が欠けたときは、それぞれの分科会長があらかじめ指名する順位による副分科会長

がその分科会長の職務を代理する。

（会議）

第６条　専門部会の会議及び分科会の会議（「以下「会議」という。）は、事務局長の要請に

より、若しくは部会長又は分科会長が必要に応じて招集し、随時開催するものとする。こ

の場合において、会議に参加する者は、それぞれの町の所管課等の長が役員と協議して、

その都度決定するものとする。

２　部会長及び分科会長（以下「部会長等」という。）は、それぞれの会議の議長となる。

３　部会長等は、必要に応じて関係者等の出席を求めることができる。

４　会議は、必要に応じて関係する部会又は分科会と合同の会議を開催することができる。

（７）海津郡３町合併協議会専門部会設置要領
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（報告）

第７条　部会長は専門部会の協議経過及び結果を幹事会及び協議会事務局に、分科会長は分

科会の協議経過及び結果をそれぞれの専門部会及び協議会事務局に報告するものとする。

（庶務）

第８条　専門部会又は分科会の庶務は、それぞれの部会長等の属する町の担当部門が行うも

のとする。

（委任）

第９条　この規定に定めるもののほか、専門部会に関し必要な事項は、会長が別に定める。

附　則

この要領は、平成１４年１０月１日から施行する。

附　則

この要領は、平成１６年４月１日から施行する。

専門部会、分科会が精力的に行われた（水道分科会において）

別表（第３条第３項関係）

・専門部会委員　 ◇ 関係する課題に対し、関係課長等が出席する。

専門部会　分科会　　　 海津町　　　　 平田町　　　　　 南濃町
サンリバー　 海津郡

広域連合　　消防組合

総　務 財　政 調整監兼総務課長 管理監兼総務課長 総務企画課長 事務局長 総務課長

管　財 総務課・課長 管理監兼副収入役 総務企画課主幹

総　務 会計課長 管理監兼企画課長 町民税務課長

税務課長 税務課長 副収入役

人　事 水道課長 水道課長 水道施設課長

電　算 参事兼住民課長 管理監兼住民課長 水道施設課主幹

消　防 兼総合福祉会館館長

税

広　報
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企　画 企　画 企画開発課長 管理監兼企画課長 基盤整備管理監

調整監兼総務課長 管理監兼総務課長 総務企画課長

総務課・課長 総務企画課主幹

産業振興課長

住　民 住　民 参事兼住民課長 管理監兼住民課長 町民税務課長

国保年金 福祉課長 兼総合福祉会館館長 総務企画課長

環　境 管理監兼福祉課長 総務企画課主幹

支所長

福祉健康課長

福祉健康課主幹

環境整備課長

水道施設課長

水道施設課主幹

福　祉 福　祉 福祉課長 管理監兼福祉課長 福祉健康課長 事務局長

健　康 海津苑所長 管理監兼住民課長 福祉健康課主幹

社　協 総合福祉会館館長 兼総合福祉会館館長 環境整備課長

教育課長

総合福祉会館

ゆとりの森館長

産業経済 農林水産 参事兼産業課長 管理監兼農務課長 基盤整備管理監

商工観光 企画開発課長 管理監兼総務課長 産業振興課長

商工観光課長 管理監兼企画課長 建設管理課長

建設課長 建設課長

上下水道 水　道 水道課長 水道課長 基盤整備管理監

下水道 会計課長 管理監兼企画課長 水道施設課長

水道施設課主幹

建　設 建　設 建設課長 建設課長 基盤整備管理監

都市計画 建設管理課長

住　宅

教　育 学校教育 教育長 教育長 教育長

社会教育 調整監兼学校教育課長 教育課長 教育課長

施　設 調整監兼総務課長 生涯学習センター所長 教育課主幹

総務課・課長 管理監兼企画課長 給食センター所長

調整監兼スポーツ

振興課長

文化振興課長

生涯学習課長

給食センター所長

議会事務局 議会事務局長 議会事務局長 議会事務局長
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・分科会委員

所　管　課　等

専門部会　分科会　　海津町　　　平田町　　 南濃町 サンリバー　 海津郡 構成委員
広域連合　　消防組合

総　務 財　政 総務課 総務課 総務企画課 事務局 総務課

会計課 出納室 会計課

管　財 総務課 総務課 総務企画課 事務局 総務課 同　上

総　務 総務課 総務課 総務企画課 事務局 総務課 同　上

人　事 総務課 総務課 総務企画課 事務局 総務課 同　上

会計課

電　算 総務課 総務課 総務企画課 事務局 総務課 同　上

水道課 水道課 水道施設課

住民課 住民課 町民税務課

消　防 総務課 総務課 総務企画課 総務課 同　上

税 税務課 税務課 町民税務課 同　上

広　報 総務課 企画課 総務企画課 事務局 総務課 同　上

総務課

企　画 企　画 企画開発課 企画課 総務企画課 同　上

総務課 総務課 産業振興課

住　民 住　民 住民課 住民課　 町民税務課 同　上

支所

国保年金 住民課 住民課 福祉健康課 同　上

福祉課 総合福祉会館課 町民税務課

福祉課

環　境 住民課 住民課 環境整備課 同　上

企画課 水道施設課

総務企画課

福　祉 福　祉 福祉課 福祉課 福祉健康課 事務局 同　上

海津苑 住民課 環境整備課

総合福祉会館課 教育課

総合福祉会館

ゆとりの森

健　康 福祉課 福祉課 福祉健康課 同　上

総合福祉会館 総合福祉会館課 総合福祉会館

住民課 ゆとりの森

社　協 福祉課 福祉課 福祉健康課 同　上

総合福祉会館 総合福祉会館課 総合福祉会館

ゆとりの森

能力活用協会

所管課等に
属する職員
全員
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そのほか、次のような規程を定めている。
● 海津郡３町合併協議会財務規程
● 海津郡３町合併協議会委員等の報酬及び費用弁償に関する規程
● 海津郡３町合併協議会会議運営規程
● 海津郡３町合併協議会会議傍聴規程
● 海津郡３町合併協議会会議録等閲覧規程
● 海津郡３町合併協議会小委員会規程

産業経済 農林水産 産業課 農務課 産業振興課

建設課 総務課 建設管理課

企画開発課

商工観光 商工観光課 企画課 産業振興課

産業課 建設課

上下水道 水　道 水道課 水道課 水道施設課 同　上

会計課 総務課

下水道 水道課 水道課 水道施設課 同　上

会計課 総務課

建　設 建　設 建設課 建設課 建設管理課 同　上

都市計画 建設課 建設課 建設管理課 同　上

住　宅 建設課 建設課 建設管理課 同　上

教　育 学校教育 学校教育課 教育課 教育課

総務課 企画課 給食センター

給食センター

社会教育 生涯学習課 教育課 教育課 同　上

スポーツ振興課 生涯学習センター

文化振興課

施　設 生涯学習課 教育課 教育課 同　上

スポーツ振興課 生涯学習センター

文化振興課

議会事務局 議会事務局 議会事務局 議会事務局

教育長及び
所管課等に
属する職員
全員

所管課等に
属する職員
全員
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平成１４年１０月１日、法定協議会である海津郡３町合併協議会を設置し、平成１７年３

月２７日までの２年６ヶ月にわたり、新市建設計画を含む３８項目の合併協定項目等につい

て協議・調整を行った。

この間、合併への住民の理解と啓蒙を図るため、合併協議会だよりの発行、新市建設計画

ダイジェスト版などの作成、住民説明会の実施、新市名称等住民意識調査の実施等様々な取

り組みを行ってきた。

また、平田町において大垣市等１市８町との法定合併協議会設置を問う住民投票が実施さ

れたほか、南濃町においても住民発議があった。

平成１５年２月１３日から２２日までの説明会は、「住民説明会資料集」及び「新市まち

づくり計画（案）新市建設計画・ダイジェスト版」の２つの資料をもとに、郡内６会場で開

催し、参加者は海津町２６０人、平田町２３４人、南濃町３１８人の計８１２人であった。

また、同年６月２４日から２８日までの説明会では、「住民説明会資料」及び「海津郡にお

ける合併効果を考える海津郡の合併効果調査・評価報告書概要版」の２つの資料をもとに郡

内５会場で開催し、参加者は、海津町３４８人、平田町１５８人、南濃町６４０人の計１，

１４６人であった。

このほか、構成町では、住民への説明が行われた。

①　開催状況

②　参加者

日　　　時 会　　　　　場 参 加 者

平成１５年２月１３日　１９：００～ ふるさと会館（平田町） １５０人

平成１５年２月１３日　１９：００～ 農村環境改善センター（南濃町） ９３人

平成１５年２月１４日　１９：００～ 海西公民館（平田町） ８４人

平成１５年２月１５日　１９：００～ 商工会館（南濃町） １２０人

平成１５年２月１７日　１９：００～ 北部公民館（南濃町） １０５人

平成１５年２月２２日　１９：００～ 文化センター（海津町） ２６０人

平成１５年６月２４日　１９：００～ 農村環境改善センター（南濃町） ２５２人

平成１５年６月２６日　１９：３０～ ふるさと会館（平田町） １５８人

平成１５年６月２６日　１９：００～ みかげの森「プラザしもたど」（南濃町） １７６人

平成１５年６月２７日　１９：００～ 商工会館（南濃町） ２１２人

平成１５年６月２８日　１９：３０～ 文化センター（海津町） ３４８人

２．住民の動向と住民説明会の開催状況

（１）住民の動向

（２）住民説明会の開催状況
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・合併してのメリット・デメリットは。

・高齢者福祉の強化とは具体的になにか。

・大同合併で国会議員を輩出できるのでは。

・健全な財政運営とはなにか。

・区長の取扱いはどうなるのか。

・消防団の取扱いはどうなるのか。

・アンケート調査の結果について。

・合併の期日について。

・住民投票の考え方について。

・平田町での住民発議との関係はどうか。

・情報をもっとこまめに提供してほしい。

・財政計画の人件費と公債費について。

・住民投票で民意を問うべきではないか。

・もっとＰＲをしてほしい。

・都市計画税は賦課されるのか。

・特別会計も含めた財政計画を。

・海津郡３町の財政状況について。

③　主な意見及び質問

（平成１５年２月１３日～２２日）

・新市名称に伴う署名について、なぜ住民の意思を尊重しないのか。

・合併協議会とはどういうものなのか。

・大垣市との合併について、住民投票をしないのか。

・海津町において、新市名称に伴う請願が提出されたが、今後どうなるのか。

・海津郡３町の基金の状況はどうなっているのか。また、平成１３年の数字を使用している

のはなぜか。

・借金は、一般会計だけでなく特別会計も合算して比較すべきではないか。

・学校教育関係の調整方針の中で、幼稚園の関係についてはどうなるのか。

・財政的に本当に３町でやっていけるのか。

・社会福祉協議会は、市になるとどうなるのか。

・財政計画について、「健全な財政運営を継続することを基本」となっているが、人件費の

削減率が甘いのではないか。

・合併に金銭的なメリットはないと考えていいのか。

（平成１５年６月２４日～２８日）

住民説明会の様子
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新市建設計画を含む３８項目の合併協定項目の調整方針が確認され、平成１６年９月１０

日、３町長による合併協定調印式が実施された。調印式は、平田町農村環境改善センター

（ふるさと会館）の多目的ホールにおいて、合併協議会委員、各町議会議員の見守るなか行

われた。また、岐阜県議会議員、海津町議会議長、平田町議会議長及び南濃町議会議長が立

会人として署名した。

海津町・平田町・南濃町合併協定調印式次第

日時 平成１６年９月１０日（金）

午前９時３０分～

場所 平田町農村環境改善センター

（ふるさと会館）多目的ホール

１．開式の辞 平田町助役

２．経過報告 合併協議会事務局長

３．合併協定書調印 ３町長

４．立会人署名 ３町議会議長

県議会議員

５．主催者あいさつ 平田町長

６．祝辞

西濃地域振興局長（知事代理）

県議会議員

７．閉式の辞 海津町収入役

３．調印式と議案の議決

（１）合併協定調印式
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合併協定調印を受けて、３町それぞれ議会が開催され、９月１３日に海津町議会、１５日

に平田町議会、１７日に南濃町議会において、それぞれ合併関連議案が可決された。

提出議案は次のとおりである。

①海津郡海津町、同郡平田町及び同郡南濃町の廃置分合について

②海津郡海津町、同郡平田町及び同郡南濃町の廃置分合に伴う財産処分に関する協議につ

いて

③海津郡海津町、同郡平田町及び同郡南濃町の廃置分合に伴い新たに設置される市の議会

の議員の定数に関する協議について

④海津郡海津町、同郡平田町及び同郡南濃町の廃置分合に伴う議会の議員の在任に関する

協議について

⑤海津郡海津町、同郡平田町及び同郡南濃町の廃置分合に伴う農業委員会の選挙による委

員の任期に関する協議について

立会人として署名する県議会議員

立会人として署名する３議長

（２）合併関連議案の議決
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３町でそれぞれ合併関連議案が可決されたことから、平成１６年９月２２日に３町の町長

は西濃地域振興局長を訪れ、合併申請書を提出した。

海　総第５１８号
平　総第３３９号
南　総第９５６号

平成１６年９月２２日

岐阜県知事　梶原　拓　様

海津町長　平　野　義　明

平田町長　横　山　善　郎

南濃町長　勅使川原　文生

海津郡海津町、同郡平田町及び同郡南濃町の廃置分合について（申請）

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７条第１項の規定により、平成１７
年３月２８日から海津郡海津町、同郡平田町及び同郡南濃町を廃し、その区域
をもって新たに「海津市」を設置することとしたいので、関係書類を添えて申
請します。

関係書類
第１　新市名及び名称選定の理由
第２　新市の事務所の位置及び選定の理由
第３　合併予定年月日
第４　廃置分合を必要とする理由
第５　合併協定書
第６　新市建設計画
第７　関係議決書、協議書の写し
第８　現況表等（市の要件に関する調書を含む。）
第９　その他参考資料

〈廃置分合申請書〉

４．合併申請書の提出から廃置分合告示まで

（１）合併申請書の提出
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１２月１６日、岐阜県議会定例会において、議案第１２７号町村の廃置分合について（海

津郡海津町、同郡平田町及び同郡南濃町の廃置分合（合併）について）が可決された。また、

同日付けで、岐阜県知事による市町の廃置分合が決定された。

平成１７年１月１７日付け（総務省告示第３９号）で総務大臣による海津郡海津町、同郡平

田町及び同郡南濃町の廃置分合（合併）に関する官報告示（官報第４０１３号）が行われた。

市
町
の
廃
置
分
合
処
分
決
定
書

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
平
成
十
七
年

三
月
二
十
八
日
か
ら
海
津
郡
海
津
町
、
同
郡
平
田
町
及
び
同
郡
南
濃
町
を
廃
し
、
そ
の
区
域
を
も
っ
て

海
津
市
を
置
く
も
の
と
す
る
。

平
成
十
六
年
十
二
月
十
六
日

岐
阜
県
知
事
　
　
梶
原
　
拓

〈市の廃置分合決定書〉

○
総
務
省
告
示
第
三
十
九
号

市
町
の
廃
置
分
合

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
海
津
郡
海
津

町
、
同
郡
平
田
町
及
び
同
郡
南
濃
町
を
廃
し
、
そ
の
区
域
を
も
っ
て
海
津
市
を
設
置
す
る
旨
、
岐
阜
県

知
事
か
ら
届
出
が
あ
っ
た
の
で
、
同
条
第
六
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

右
の
処
分
は
、
平
成
十
七
年
三
月
二
十
八
日
か
ら
そ
の
効
力
を
生
ず
る
も
の
と
す
る
。

平
成
十
七
年
一
月
十
七
日

総
務
大
臣
　
　
麻
生
太
郎

〈市の廃置分合告示〉

（２）県議会議決及び知事の処分決定

（３）市の廃置分合告示
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合併関係町の町長は、合併の日の前日に失職することから、合併当日から市長が選出され

るまで新市において市長が不在となる。このため、市長が選出されるまでの間の市長職務執

行者を合併関係町の町長の中から選定する必要があり、平成１７年２月１６日に３町長が

「海津市の設置に伴う職務執行者の選任に関する協議書」を取り交わした。

海津市の設置に伴う職務執行者の選任に関する協議書

平成１７年３月２８日から海津郡海津町、同郡平田町及び同郡南濃町を廃し、
その区域をもって海津市を設置することに伴う、地方自治法施行令（昭和２２
年政令第１６号）第１条の２第１項の規定による海津市長職務執行者について、
次のとおり定める。

記

１　海津市長職務執行者
平田町長　　横　山　善　郎

２　任　期
海津市の設置の日から同市の長が選挙されるまでの間

平成１７年２月１６日

海津町長　 平 野　義 明

平田町長　 横 山　善 郎

南濃町長　 勅使川原文生

〈海津市の設置に伴う職務執行者の選任に関する協議書〉

５．市長職務執行者の選任に関する協議
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▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

▼

海津郡町村合併問題検討会設置　平成１４年２月２２日（～９月３０日）

海津郡３町合併協議会設置　平成１４年１０月１日（～平成１７年３月２７日）

海津郡３町合併協議会（協議終了） 平成１６年８月２３日

合併協定調印式　平成１６年９月１０日

３町議会の議決　平成１６年９月１３日～９月１７日

岐阜県知事への合併申請　平成１６年９月２２日

岐阜県議会の議決　平成１６年１２月１６日

岐阜県知事による廃置分合（合併）の決定　平成１６年１２月１６日

総務大臣への届け出　平成１６年１２月１７日

総務大臣の告示（官報） 平成１７年１月１７日

海津市誕生　平成１７年３月２８日

６．新市誕生（合併）に至るまでのながれ
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年　月　日 内　　　　　　　　　　　容
平成１４年 海津郡町村合併問題検討会を設置

２月２２日 （各町5名ずつの議会議員及び町長で組織）

第1回海津郡町村合併問題検討会開催

３月中旬 市町村合併啓発パンフレットを郡内全戸配布

３月２５日 第2回海津郡町村合併問題検討会開催

４月 １ 日 南濃町役場分庁舎内に町村合併準備室を開設

４月１２日 第3回海津郡町村合併問題検討会開催

５月 ７ 日 第4回海津郡町村合併問題検討会開催

６月初旬 市町村合併啓発パンフレットを郡内全戸配布

６月４日～２６日 市町村合併住民説明会を開催（郡内10会場）

６月１１日 第5回海津郡町村合併問題検討会開催

６月２８日～７月１５日 市町村合併に関する住民意識調査実施（郡内20歳以上無作為抽出

5,000人を対象）

※住民意識調査集計結果

回答者数2,186人（43.7%）

「合併協議を進めていくことが望ましい」…1,568人（71.7%）

上記のうち「海津郡３町の組合せが望ましい」…1,120人（71.4%）

７月２３日 第6回海津郡町村合併問題検討会開催

８月 ５ 日 第7回海津郡町村合併問題検討会開催

９月 ５ 日 第8回海津郡町村合併問題検討会開催

９月１８日～２５日 各町の議会において、それぞれ海津郡３町合併協議会設置議案等を

可決

７．新市誕生までの主な動き
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９月２６日 第9回海津郡町村合併問題検討会開催

９月３０日 海津郡町村合併問題検討会解散

１０月１日 海津郡3町合併協議会を設置

平田町役場内に海津郡3町合併協議会事務局を開設

１０月２日 合併重点支援地域に指定される。

１０月２１日 第1回海津郡3町合併協議会開催

１１月８日 第2回海津郡3町合併協議会開催

○確認された協定項目

「合併の方式」

１１月１８日 第1回新市名称候補選定小委員会開催

１１月２２日 第2回新市名称候補選定小委員会開催

１２月９日 第3回海津郡3町合併協議会開催

○確認された協定項目

「財産及び債務の取扱い」、「地方税の取扱い」、「慣行の取扱い」

平成１５年 新市名称候補募集　　　　　応募総数2,403通

１月１日～３１日

１月 ７ 日 第1回事務所の位置等検討小委員会開催

１月１４日 第4回海津郡3町合併協議会開催

○確認された協定項目

「一般職の職員の身分の取扱い」、「特別職等の身分の取扱い」、

「条例、規則等の取扱い」、「事務機構及び組織の取扱い」、

「一部事務組合・広域連合等の取扱い」

１月２２日 第5回海津郡3町合併協議会開催

○確認された協定項目

「新市建設計画」、「使用料、手数料等の取扱い」、

「公共的団体等の取扱い」、「各種団体への補助金、交付金等の取扱い」、

「町・字の区域及び名称の取扱い」

１月３１日 第2回事務所の位置等検討小委員会開催

２月 ３ 日 第3回事務所の位置等検討小委員会開催

２月 ７ 日 第4回事務所の位置等検討小委員会開催

２月１２日 第3回新市名称候補選定小委員会開催

※新市名称候補として、「かいづ」、「海津」、「木曽三川」、「三川」、

「治水」、「なんのう」、「ひらた」、「ひらなみ」の8候補を選定

第6回海津郡3町合併協議会開催
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２月１３日～２２日 新市建設計画、経緯説明のため住民説明会を開催（郡内6会場）

２月１４日 第5回事務所の位置等検討小委員会開催

２月１９日 第6回事務所の位置等検討小委員会開催

２月２０日 第7回事務所の位置等検討小委員会開催

第7回海津郡3町合併協議会開催

○確認された協定項目

「広報公聴関係事業」、「姉妹都市・国際交流関係事業」

２月２４日 第8回海津郡3町合併協議会開催

○確認された協定項目

「合併の期日」、「新市の名称」、「新市の事務所の位置」

３月 ４ 日 第9回海津郡3町合併協議会開催

○確認された協定項目

「議会議員の定数及び任期の取扱い」、「消防団及び水防団の取扱い」、

「総合交通関係事業」、「福祉関係事業」、「農林水産関係事業」、

「商工観光関係事業」、「建設関係事業」、「学校教育事業」、

「社会教育事業」

３月１３日 第8回事務所の位置等検討小委員会開催

第10回海津郡3町合併協議会開催

○確認された協定項目

「人権対策事業」、「国民健康保険事業」、「上下水道事業」

４月初旬 新市建設計画概要版を郡内全戸配布

４月 ３ 日 第4回新市名称候補選定小委員会開催

第11回海津郡3町合併協議会開催

○確認された協定項目

「コミュニティ関係事業」、「農業委員会委員の定数及び任期の取扱い」、

「健康づくり事業」、「保育事業」、

「その他協議が必要な事業（指定金融機関等・電算システム）」

５月 ８ 日 第12回海津郡3町合併協議会開催

新市名称懸賞当選者抽選会実施
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６月初旬 「海津郡の合併効果調査・評価報告書概要版」を郡内全戸配布

６月１０日 第13回海津郡3町合併協議会開催

○確認された協定項目

「環境対策事業」

６月２４日～２８日 新市建設計画を含む全38項目の合併協定項目の調整方針が確認

されたことを受け、住民説明会を開催（郡内5会場）

７月８日～１７日 海津郡3町合併協議会長に対して、新市名称再考の要望書等が提出

される。

７月１４日 第14回海津郡3町合併協議会開催

８月１１日 第15回海津郡3町合併協議会開催

９月２８日 平田町において、大垣市等1市8町との法定合併協議会設置を問う

住民投票実施（反対3,331票、賛成2,237票　投票率84.84%）

１０月１４日 第16回海津郡3町合併協議会開催

新市名称再考要望書が提出されたことを受け、その取扱いを協議

するため、協定事項調査検討小委員会を設置

１０月２９日 第1回協定事項調査検討小委員会開催

１１月１７日 第2回協定事項調査検討小委員会開催

１１月２８日 第3回協定事項調査検討小委員会開催

１２月６日 第4回協定事項調査検討小委員会開催

１２月８日 第17回海津郡3町合併協議会開催

１２月２０日 第5回協定事項調査検討小委員会開催

平成１６年 第6回協定事項調査検討小委員会開催

１月 ６ 日

１月２０日 第18回海津郡3町合併協議会開催

１月２８日 第7回協定事項調査検討小委員会開催

１月３０日 第19回海津郡3町合併協議会開催

○確認された協定項目

「新市建設計画（変更）」

２月１８日 第8回協定事項調査検討小委員会開催

２月２４日 第20回海津郡3町合併協議会開催

３月１９日 第21回海津郡3町合併協議会開催



41

第
３
章

合
併
の
経
緯

３月３１日 第22回海津郡3町合併協議会開催

新市名称等住民意識調査実施を確認

４月 初 旬 新市建設計画概要版（変更）を郡内全戸配布

４月１９日 第23回海津郡3町合併協議会開催

５月７日～２１日 新市名称等住民意識調査実施

５月３１日 第24回海津郡3町合併協議会開催

○確認された協定項目

「新市の名称（変更）」、「町・字の区域及び名称の取扱い（変更）」

※新市名称等住民意識調査集計結果

実回答数25,081通（78.04%）

「設問1 新市名称について」

海津：20,383通　木曽三川：382通　三川：186通　治水：166通

なんのう：736通　ひらた：151通　ひらなみ：2,924通

「設問2 町・字の名称の取扱いについて」

現行のとおり：11,057通

現行の町・字名の前に、3町名を付ける：13,519通

６月１０日 第25回海津郡3町合併協議会開催

６月２９日 第26回海津郡3町合併協議会開催

７月 ７ 日 第27回海津郡3町合併協議会開催

７月２８日 第28回海津郡3町合併協議会開催

○確認された協定項目

「合併の期日（変更）」、「農業委員会委員の定数及び任期の取扱い

（変更）」、「姉妹都市・国際交流関係事業（変更）」、「新市の事務所

の位置（変更）」、「一部事務組合・広域連合等の取扱い（変更）」
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８月１０日 第29回海津郡3町合併協議会開催

８月２３日 第30回海津郡3町合併協議会開催

○確認された協定項目

「議会の議員の定数及び任期の取扱い（変更）」

※すべての協定項目を確認

９月１０日 合併協定調印式

９月１３日 海津町議会にて合併関連議案を可決

９月１５日 平田町議会にて合併関連議案を可決

９月１７日 南濃町議会にて合併関連議案を可決

９月２２日 海津町長、平田町長及び南濃町長より西濃地域振興局長へ合併申請

書を提出

１０月１３日 総務省から県知事に廃置分合に伴う市制施行の協議について「異議

なし」との回答

１０月２２日 第31回海津郡3町合併協議会開催

１１月５日 第32回海津郡3町合併協議会開催

１１月２４日 市章デザイン募集

（期間：平成16年11月24日～平成17年1月5日）

１２月１６日 岐阜県議会にて海津郡3町に関する町村の廃置分合議案を可決

１２月２０日 第33回海津郡3町合併協議会開催

平成１７年 第34回海津郡3町合併協議会開催

１月１７日 官報告示（総務省告示第39号　市町の廃置分合）

２月１０日 市章選定会議

２月１８日 第35回海津郡3町合併協議会開催

市長職務執行者に横山善郎氏を選任

市章デザイン内定

３月１４日 第36回海津郡3町合併協議会開催

３月２７日 海津郡3町合併協議会廃止

３月２８日 「海津市」誕生
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平成１７年３月２８日、海津市が発足した。開庁式は、海津庁舎、平田庁舎及び南濃庁舎

において、それぞれ業務開始前の午前８時から開催された。海津庁舎においては、正面玄関

前で西濃地域振興局長、岐阜県議会議員ほか来賓、庁舎職員、報道関係者など１６０人が参

加し、また、平田庁舎及び南濃庁舎においては、各庁舎職員の立ち会いのもと銘板除幕と市

旗掲揚を行った。この日は、合併の伴う事務手続きも多くあり、多忙な１日となった。

～ 開庁式での海津市長職務執行者あいさつ ～

海津市開庁式次第

日 時：平成１７年３月２８日（月）
午前８：００～

場 所：海津市役所海津庁舎玄関前
１．開式
２．市長職務執行者あいさつ
３．来賓祝辞
４．海津市役所銘板除幕
５．市旗掲揚
６．くす玉開帳
７．閉式

海津市誕生第４章

１．海津庁舎、平田庁舎及び南濃庁舎の開庁式

あいさつする横山市長職務執行者
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〈あいさつの概要〉

本日ここに、海津市誕生を迎えるにあたりまして、来賓多数のご臨席を賜り、開庁式を挙

行できますことは、誠に喜ばしい限りでございます。ご来賓の皆様方に厚くお礼申し上げま

すとともに、海津市民の皆様とともに心よりお祝いしたいと存じます。

振り返りますと、平成１４年２月に海津郡町村合併問題検討会、同年１０月に法定協議会

である海津郡３町合併協議会を立ち上げて議論を重ねてまいりましたが、ここまでたどり着

くことができましたのも、ひとえに関係各位の献身的なご尽力、県当局のご指導・ご協力、

そして住民の皆様のご理解の賜物であると深く感謝申し上げます。

緑の木立をたたえる山々、とうとうと流れる木曽三川、小鳥がさえずる広大なほ場。今日

より、海津町、平田町及び南濃町は海津市として名実ともに一つになるわけでございますが、

新しいふるさととなり清新な気持ちでいっぱいでございます。

さて、海津市は東海地方の結節点にあって、へそのような大変重要な位置付けにあり将来

の発展が期待できる地域でございます。地方分権時代にあって、自治体としての体力を養い

ながら、益々活性化し、発展いたしますことを願ってやみません。

市長が誕生するまでの短い期間ではございますが、職務執行者として新市まちづくり計画

の将来像にございますように「光と風と水のふれあい庭園都市」に向けて精一杯の力を尽く

していきたいと存じますので、なお一層のお力添えを賜りますようお願いいたします。

本日は、誠にありがとうございます。

銘板を除幕する３町長
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合併当日（平成１７年３月２８日）、横山市長職務執行者は、旧町の教育委員の中で海津

市の教育委員を臨時に選任し、第１回海津市教育委員会が開催された。

第１回　　海津市教育委員会

日程　平成１７年３月２８日
場所　海津市文化センター会議室

１．海津市長職務執行者あいさつ
２．議　事

議第１号　海津市教育委員会委員長の選挙について
議第２号　海津市教育委員会委員長職務代理者の指定について
議第３号　海津市教育委員会教育長の互選について
議第４号　海津市教育委員会規則の制定について
議第５号　海津市教育委員会事務局職員の任免について
議第６号　平成１７年度海津市の教育の方針と重点について
議第７号　平成１６年度海津市一般会計暫定予算（教育委員会分）について
議第８号　平成１７年度海津市一般会計暫定予算（教育委員会分）について
議第９号　海津市体育指導委員の委嘱について

３．その他

合併当日（平成１７年３月２８日）、旧町の選挙管理委員の中で海津市の選挙管理委員と

して互選された４名において暫定的な選挙管理委員会が発足し、第１回海津市選挙管理委員

会が開催された。

職　名 氏　　名 就任年月日 備 考

委　員 桑原富茂 平成１７年３月２８日 委員長

委　員 横川隆正 平成１７年３月２８日 委員長職務代理者

委　員 牧野誠照 平成１７年３月２８日

委　員 近藤昇司 平成１７年３月２８日

委　員 平野英生 平成１７年３月２８日

２．各委員会の開催

（１）海津市教育委員会

（敬称略）

（２）海津市選挙管理委員会
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第１回　　海津市選挙管理委員会次第

日程　平成１７年３月２８日
場所　海津庁舎委員会室

１．海津市長職務執行者あいさつ
２．議　題
海津市設置に伴う事項について
議第　１号　海津市選挙管理委員会委員長選挙及び職務代理者の指定について
議第　２号　海津市選挙管理委員会規程の制定について
議第　３号　海津市選挙管理委員会処務規程の制定について
議第　４号　海津市選挙執行規程の制定について
議第　５号　海津市政治活動のために使用する事務所に係る立札及び看板の類

の証票に関する規程の制定について
議第　６号　海津市ポスター掲示場の設置に関する規程の制定について
議第　７号　検察審査員候補者選定規程の制定について
議第　８号　海津市選挙人名簿の閲覧に関する事務処理要綱の制定について
議第　９号　海津市選挙管理委員会情報公開条例施行規程の制定について
議第１０号　海津市選挙管理委員会個人情報保護条例施行規程の制定について
議第１１号　投票区の設置について
議第１２号　指定在外選挙投票区の指定について
議第１３号　選挙人名簿及び在外選挙人名簿の引継ぎについて

海津市長選挙に係る事項について
議第１４号　海津市長選挙を行うべき事由の発生について
議第１５号　海津市長選挙の期日及びその告示日の決定について
議第１６号　開票事務と選挙会事務との合同決定について
議第１７号　海津市長選挙会の場所及び日時の決定について
議第１８号　投票所入場券の交付について
議第１９号　投票用紙の様式の決定について
議第２０号　投票用紙に押すべき印の決定について
議第２１号　仮投票用封筒、不在者投票用封筒及び郵便による不在者投票用封

筒に押すべき印の決定について
議第２２号　選挙人名簿登録者の縦覧期間及び場所の決定について
議第２３号　選挙人名簿登録の移替えをしない期間の決定について
議第２４号　海津市長選挙における投票所の指定について
議第２５号　期日前投票所、不在者投票所の場所及び設ける期間等の決定につ

いて
議第２６号　ポスター掲示場の区画数の決定について
議第２７号　ポスター掲示場の総数の減少について
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議第２８号　ポスター掲示場の設置場所の決定について
議第２９号　立候補予定者に対する事前説明会の日時及び場所について
議第３０号　立候補予定者に対する事前審査の日時及び場所について

３．その他

職　名 氏　　名 就任年月日 備 考

委　員 吉田正輝 平成１７年３月２８日 委員長

委　員 加賀武彦 平成１７年３月２８日 委員長職務代理者

委　員 伊藤聰行 平成１７年３月２８日

委　員 水谷順子 平成１７年３月２８日

職　名 氏　　名 就任年月日 備 考

委　員 伊藤治生 平成１７年３月２８日 委員長

委　員 加賀博和 平成１７年３月２８日 委員長職務代理者

委　員 吉田貞夫 平成１７年３月２８日

合併当日（平成１７年３月２８日）、横山市長職務執行者は、旧町の固定資産評価審査委

員の中で海津市の固定資産評価審査委員を臨時に選任し、第１回海津市固定資産評価審査委

員会が開催された。

第１回　海津市固定資産評価審査委員会

日時　平成１７年３月２８日
場所　海津庁舎委員会室

１．海津市長職務執行者あいさつ
２．議　事

第１　委員長の選挙について
第２　委員長職務代理者の指名について
第３　議案第１号　海津市固定資産評価審査委員会規程の制定について
第４　議案第２号　海津市固定資産評価審査委員会情報公開条例施行規程の

制定について
第５　議案第３号　海津市固定資産評価審査委員会個人情報保護条例施行規

程の制定について

（敬称略）

（敬称略）

（３）海津市固定資産評価審査委員会
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平成１７年４月１１日から１３日までを会期として、海津庁舎３階の議場において、議員

３９名により海津市初議会が開催された。議長、副議長の選挙と常任委員の選任が行われ、

新市議会の構成が決定した。上程された議案は、市長職務執行者が３月２８日に専決処分し

た案件と議員提出議案であり、いずれも承認、可決された。

議席 氏　　名 常　任　委　員 議席 氏　　　名 常　任　委　員

１ 大橋　孝義 文教福祉常任委員 ２１ 伊藤　善朗 文教福祉常任副委員長

２ 小野島敏夫 総務常任委員 ２２ 田中　良和 産業建設常任副委員長

３ 福井　恭平 文教福祉常任委員 ２３ 村山　龍平 総務常任委員

４ 田中　繁一 産業建設常任委員 ２４ 西脇　　弘 産業建設常任委員

５ 服部　　寿 産業建設常任委員 ２５ 朝日奈洋子 文教福祉常任委員

６ 永田　武秀 産業建設常任委員 ２６ 西脇　利幸 文教福祉常任委員

７ 堀田みつ子 文教福祉常任委員 ２７ 伊藤　仁夫 産業建設常任委員長

８ 丹羽　恒夫 産業建設常任委員 ２８ 赤尾　俊春 産業建設常任委員

９ 近藤　輝明 文教福祉常任委員 ２９ 星野　勇生 総務常任委員

１０ 平井　　肇 総務常任委員長 ３０ 神田　長平 文教福祉常任委員長

１１ 田中　　正 総務常任委員 ３１ 松岡　光義 文教福祉常任委員

１２ 中島　聖次 総務常任委員 ３２ 安立　安正 産業建設常任委員

１３ 川瀬　厚美 文教福祉常任委員 ３３ 森　　　昇 総務常任委員

１４ 西脇　幸雄 総務常任委員 ３４ 藤田　敏彦 産業建設常任委員

１５ 古川　正和 産業建設常任委員 ３５ 山田　　勝 文教福祉常任委員

１６ 小山　　豊 総務常任委員 ３６ 大橋　直治 文教福祉常任委員

１７ 渡辺　光明 総務常任委員 ３７ 野村　治彦 産業建設常任委員

１８ 産業建設常任委員 ３８ 水谷　武博 総務常任委員

１９ 倉田　正美 総務常任副委員長 ３９ 古川一十四 総務常任委員

２０ 水谷　守男 文教福祉常任委員

３．海津市初議会（第１回臨時議会）

（１）海津市議会議員
（敬称略）

（平成１７年３月２８日現在）
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議　事　日　程

日程第１ 仮議席の指定
日程第２ 議長の選挙
日程第３ 議席の指定
日程第４ 会議録署名議員の指名
日程第５ 会期の決定
日程第６ 発議第１号 海津市議会会議規則の制定について
日程第７ 発議第２号 海津市議会事務局設置条例の制定について
日程第８ 発議第３号 海津市議会委員会条例の制定について
日程第９ 発議第４号 海津市議会傍聴規則の制定について
日程第１０ 発議第５号 海津市議会広報の発行に関する条例の制定について
日程第１１ 発議第６号 地方自冶法第１８０条第１項の規定による市長の専決

処分事項について
日程第１２ 副議長の選挙
日程第１３ 常任委員の選任について
日程第１４ 議会運営委員の選任について
日程第１５ 南濃衛生施設利用事務組合議員の選挙について
日程第１６ 海津市農業委員会委員の推薦について
日程第１７ 発議第７号 下水道対策特別委員会の設置について
日程第１８ 発議第８号 津屋川改修推進特別委員会の設置について
日程第１９ 下水道対策特別委員会委員の選任について
日程第２０ 津屋川改修推進特別委員会委員の選任について

平成１７年４月１１日
午 前 ９ 時 開 議

（２）議事日程等



50

第
４
章

海
津
市
誕
生

議　事　日　程

日程第１ 会議録署名議員の指名
日程第２ 報告第１号 専決処分の承認を求めることについて

（海津市役所の位置を定める条例ほか１５０件）
日程第３ 報告第２号 専決処分の承認を求めることについて

（証明書の交付等の事務委託について）
日程第４ 報告第３号 専決処分の承認を求めることについて

（大垣地域広域市町村圏協議会加入について）
日程第５ 報告第４号 専決処分の承認を求めることについて

（南濃衛生施設利用事務組合規約の一部を改正する
規約について）

日程第６ 報告第５号 専決処分の承認を求めることについて
（海津市・養老郡・安八郡地域結核対策委員会加入に
ついて）

日程第７ 報告第６号 専決処分の承認を求めることについて
（指定金融機関等の指定について）

日程第８ 報告第７号 専決処分の承認を求めることについて
（平成１６年度海津市一般会計暫定予算ほか１６件）

日程第９ 報告第８号 専決処分の承認を求めることについて
（平成１７年度海津市一般会計暫定予算ほか１９件）

日程第１０ 報告第９号 専決処分の承認を求めることについて
（岐阜県市町村会館組合規約の一部を改正する規約に
ついて

日程第１１ 報告第１０号 専決処分の承認を求めることについて
（海津市税条例の一部を改正する条例について）

日程第１２ 報告第１１号 専決処分の承認を求めることについて
（岐阜県市町村会館組合を組織する市町村数について）

日程第１３ 報告第１２号 専決処分の承認を求めることについて
（平成１６年度海津市住宅新築資金等貸付事業特別
会計暫定補正予算　第１回）

追加日程第１議案第１号 平成１７年度海津市一般会計暫定補正予算（第１回）

平成１７年４月１２日
午 前 ９ 時 開 議
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議　事　日　程

日程第１ 会議録署名議員の指名
日程第２ 海津市農業委員会委員の推薦について
日程第３ 報告第１号 専決処分の承認を求めることについて

（海津市役所の位置を定める条例ほか１５０件）
日程第４ 報告第２号 専決処分の承認を求めることについて

（証明書の交付等の事務委託について）
日程第５ 報告第３号 専決処分の承認を求めることについて

（大垣地域広域市町村圏協議会加入について）
日程第６ 報告第４号 専決処分の承認を求めることについて

（南濃衛生施設利用事務組合規約の一部を改正する
規約について）

日程第７ 報告第５号 専決処分の承認を求めることについて
（海津市・養老郡・安八郡地域結核対策委員会加入
について）

日程第８ 報告第６号 専決処分の承認を求めることについて
（指定金融機関等の指定について）

日程第９ 報告第７号 専決処分の承認を求めることについて
（平成１６年度海津市一般会計暫定予算ほか１６件）

日程第１０ 報告第８号 専決処分の承認を求めることについて
（平成１７年度海津市一般会計暫定予算ほか１９件）

日程第１１ 報告第９号 専決処分の承認を求めることについて
（岐阜県市町村会館組合規約の一部を改正する規約
について）

日程第１２ 報告第１０号 専決処分の承認を求めることについて
（海津市税条例の一部を改正する条例について）

日程第１３ 報告第１１号 専決処分の承認を求めることについて
（岐阜県市町村会館組合を組織する市町村数について）

日程第１４ 報告第１２号 専決処分の承認を求めることについて
（平成１６年度海津市住宅新築資金等貸付事業特別
会計暫定補正予算　第１回）

日程第１５ 議案第１号 平成１７年度海津市一般会計暫定補正予算（第１回）

平成１７年４月１３日
午 前 ９ 時 開 議
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○専決処分をした条例

海津市役所の位置を定める条例など１５１件の条例の専決処分について

条例第１号 海津市役所の位置を定める条例

条例第２号 海津市の休日を定める条例

条例第３号 海津市公告式条例

条例第４号 海津市名誉市民条例

条例第５号 海津市議会定例会条例

条例第６号 海津市内部組織設置条例

条例第７号 海津市支所設置条例

条例第８号 海津市自主運行バス設置条例

条例第９号 政治倫理の確立のための海津市長の資産等の公開に関する条例

条例第１０号 海津市情報公開条例

条例第１１号 海津市個人情報保護条例

条例第１２号 海津市行政手続条例

条例第１３号 海津市印鑑条例

条例第１４号 海津市認可地縁団体の印鑑の登録及び証明に関する条例

条例第１５号 海津市多目的集会施設・農業研修施設等条例

条例第１６号 海津市防災会議条例

条例第１７号 海津市災害対策本部条例

条例第１８号 海津市地域防災センター条例

条例第１９号 海津市南濃中部防災コミュニティセンター条例

条例第２０号 海津市交通安全対策会議条例

条例第２１号 海津市生活安全条例

条例第２２号 海津市ポスター掲示場の設置に関する条例

条例第２３号 海津市監査委員条例

条例第２４号 海津市公平委員会設置条例

条例第２５号 海津市固定資産評価審査委員会条例

条例第２６号 海津市総合開発計画審議会条例

条例第２７号 海津市職員定数条例

条例第２８号 海津市の公益法人等への職員の派遣等に関する条例

条例第２９号 海津市職員の分限に関する条例

条例第３０号 海津市職員の定年等に関する条例

条例第３１号 海津市職員の再任用に関する条例

条例第３２号 海津市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例

条例第３３号 海津市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例

条例第３４号 海津市職員の服務の宣誓に関する条例

条例第３５号 海津市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
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条例第３６号 海津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例

条例第３７号 海津市職員の育児休業等に関する条例

条例第３８号 海津市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

条例第３９号 海津市役所職員互助会設置に関する条例

条例第４０号 海津市職員団体の登録に関する条例

条例第４１号 職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例

条例第４２号 海津市議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例

条例第４３号 海津市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例

条例第４４号 海津市特別職報酬等審議会条例

条例第４５号 海津市介護老人保健施設サンリバーはつらつ施設長の報酬その他の勤

務条件に関する条例

条例第４６号 海津市常勤の特別職職員の給与に関する条例

条例第４７号 海津市教育長の給与その他の勤務条件に関する条例

条例第４８号 海津市職員の給与に関する条例

条例第４９号 単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定める条例

条例第５０号 海津市職員の特殊勤務手当に関する条例

条例第５１号 海津市職員等の旅費に関する条例

条例第５２号 海津市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

条例第５３号 海津市財政状況の作成及び公表に関する条例

条例第５４号 海津市特別会計条例

条例第５５号 海津市税条例

条例第５６号 農村地域工業等導入促進法に係る海津市固定資産税の特例に関する条例

条例第５７号 中部圏都市開発区域の指定に伴う海津市固定資産税の不均一課税に関

する条例

条例第５８号 海津市国民健康保険税条例

条例第５９号 海津市分担金徴収条例

条例第６０号 海津市行政財産の目的外使用に係る使用料徴収条例

条例第６１号 海津市手数料徴収条例

条例第６２号 海津市税以外の諸納付金の督促手数料、延滞金徴収及び滞納処分執行

条例

条例第６３号 海津市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例

条例第６４号 海津市基金条例

条例第６５号 海津市駒野奥条入会財産区管理会条例

条例第６６号 海津市駒野奥条入会財産区管理会委員の報酬及び費用弁償に関する条例

条例第６７号 海津市駒野奥条入会財産区基金条例

条例第６８号 海津市羽沢財産区管理会条例

条例第６９号 海津市教育研究所条例
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条例第７０号 海津市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に

関する条例

条例第７１号 海津市教育職員の服務の宣誓に関する条例

条例第７２号 海津市教職員住宅条例

条例第７３号 海津市立小学校及び中学校設置条例

条例第７４号 海津市立学校施設使用条例

条例第７５号 海津市立小学校及び中学校就学区域審議会条例

条例第７６号 海津市立幼稚園条例

条例第７７号 海津市学校給食センター条例

条例第７８号 海津市社会教育委員条例

条例第７９号 海津市公民館条例

条例第８０号 海津市図書館条例

条例第８１号 海津市歴史民俗資料館条例

条例第８２号 海津市生涯学習センター条例

条例第８３号 海津市文化会館条例

条例第８４号 海津市働く女性の家条例

条例第８５号 海津市勤労青少年ホーム条例

条例第８６号 海津市青少年問題協議会条例

条例第８７号 海津市体育施設条例

条例第８８号 海津市文化財保護条例

条例第８９号 海津市福祉事務所設置条例

条例第９０号 海津市福祉計画等に関わる計画策定委員会条例

条例第９１号 海津市社会福祉法人の助成の手続に関する条例

条例第９２号 海津市福祉医療費助成に関する条例

条例第９３号 海津市災害弔慰金の支給等に関する条例

条例第９４号 海津市子宝祝金支給に関する条例

条例第９５号 海津市立保育所条例

条例第９６号 海津市保育の実施に関する条例

条例第９７号 海津市留守家庭児童教室条例

条例第９８号 海津市父子手当支給条例

条例第９９号 海津市老人福祉施設条例

条例第１００号 海津市海津総合福祉会館条例

条例第１０１号 海津市平田総合福祉会館条例

条例第１０２号 海津市南濃総合福祉会館ゆとりの森条例

条例第１０３号 海津市心身障害者小規模授産所条例

条例第１０４号 海津市障害児通園訓練施設条例

条例第１０５号 海津市国民健康保険条例
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条例第１０６号 海津市介護保険条例

条例第１０７号 海津市介護保険施設使用料条例

条例第１０８号 海津市介護老人保健施設等条例

条例第１０９号 海津市特別養護老人ホーム等条例

条例第１１０号 海津市保健センター条例

条例第１１１号 海津市廃棄物の処理及び清掃に関する条例

条例第１１２号 海津市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の

縦覧等の手続に関する条例

条例第１１３号 海津市ポイ捨て等防止条例

条例第１１４号 海津市環境審議会条例

条例第１１５号 海津市斎苑条例

条例第１１６号 海津市農業委員会の選挙による委員の定数に関する条例

条例第１１７号 海津市農業委員会の委員の選挙区及び各選挙区における委員の定数に

関する条例

条例第１１８号 海津市農村環境改善センター条例

条例第１１９号 海津市道の駅（地域食材供給施設等）条例

条例第１２０号 海津市道の駅月見の里　南濃条例

条例第１２１号 海津市月見の森条例

条例第１２２号 海津市火入れに関する条例

条例第１２３号 海津市南濃温泉施設条例

条例第１２４号 海津市道路占用料徴収条例

条例第１２５号 海津市河川占用料等徴収条例

条例第１２６号 大榑川堤防敷地占用条例

条例第１２７号 海津市法定外公共物管理条例

条例第１２８号 海津市羽根谷だんだん公園条例

条例第１２９号 海津市都市計画審議会条例

条例第１３０号 海津市都市公園条例

条例第１３１号 海津市市営住宅条例

条例第１３２号 海津市特定公共賃貸住宅条例

条例第１３３号 海津市モーテル類似旅館建築等の規制に関する条例

条例第１３４号 海津市下水道条例

条例第１３５号 海津市下水道事業受益者負担金に関する条例

条例第１３６号 海津市農業集落排水処理施設条例

条例第１３７号 海津市農業集落排水事業分担金徴収条例

条例第１３８号 海津市水道事業の設置等に関する条例

条例第１３９号 海津市水道事業給水条例

条例第１４０号 海津市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例
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条例第１４１号 海津市簡易水道事業給水条例

条例第１４２号 海津市簡易水道事業分担金徴収条例

条例第１４３号 海津市消防本部及び消防署設置条例

条例第１４４号 海津市消防賞じゅつ金及び殉職者特別賞じゅつ金条例

条例第１４５号 海津市火災予防条例

条例第１４６号 海津市消防団の設置等に関する条例

条例第１４７号 海津市消防団員等公務災害補償条例

条例第１４８号 海津市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例

条例第１４９号 海津市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例

条例第１５０号 海津市水防団条例

条例第１５１号 海津市水防協議会条例

●平成１７年度一般会計歳入歳出暫定予算

款 項　　　　　　　　　　　　金　　　額

１．市税 ３，４５６，１０７

１．市民税 １，３１８，９１５

２．固定資産税 １，８６５，３１７

３．軽自動車税 ６３，８０５

４．市たばこ税 １９８，６７０

５．入湯税 ９，４００

２．地方譲与税 ７１，０１０

１．所得譲与税 １０

２．自動車重量譲与税 ５３，０００

３．地方道路譲与税 １８，０００

３．利子割交付金 １０

１．利子割交付金 １０

４．配当割交付金 １０

１．配当割交付金 １０

５．株式等譲渡所得割交付金 ２０

１．株式等譲渡所得割交付金 ２０

６．地方消費税交付金 １１７，０００

１．地方消費税交付金 １１７，０００

７．自動車取得税交付金 ４９，０００

１．自動車取得税交付金 ４９，０００

（単位：千円）
歳入
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８．地方特例交付金 ５９，０００

１．地方特例交付金 ５９，０００

９．地方交付税 １，７９５，０００

１．地方交付税 １，７９５，０００

１０．交通安全対策特別交付金 １０

１．交通安全対策特別交付金 １０

１１．分担金及び負担金 １１１，８４６

１．分担金 ４，５０７

２．負担金 １０７，３３９

１２．使用料及び手数料 １７５，６３５

１．使用料 １１２，５２１

２．手数料 ６３，１１４

１３．国庫支出金 ２６２，９６７

１．国庫負担金 １５２，９１７

２．国庫補助金 ７３，９０８

３．国庫委託金 ３６，１４２

１４．県支出金 ５０６，５７２

１．県負担金 ４４，６４９

２．県補助金 ３８４，６６３

３．県委託金 ７７，２６０

１５．財産収入 １３，２４２

１．財産運用収入 １３，２１２

２．財産売払収入 ３０

１６．寄附金 ７０

１．寄附金 ７０

１７．繰入金 １６５，５１０

１．特別会計繰入金 １０

２．基金繰入金 １６５，５００

１８．繰越金 ５００，０００

１．繰越金 ５００，０００

１９．諸収入 ３３９，４９１

１．延滞金、加算金及び過料 １０

２．市預金利子 １０

３．貸付金元利収入 ４０，７１７

４．受託事業収入 ７，０７９

５．雑入 ２９１，６７５

２０．市債 ３７，５００

１．市債 ３７，５００

歳　　　入　　　合　　　計 ７，６６０，０００
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歳出

款 項　　　　　　　　　　　　金　　　額

１．議会費 ８４，６５９

１．議会費 ８４，６５９

２．総務費 １，２０３，５８９

１．総務管理費 ９５１，９９３

２．徴税費 １７２，７０９

３．戸籍住民基本台帳費 ３２，１３２

４．選挙費 ３８，３２８

５．統計調査費 １，７５６

６．監査委員費 ６，６７１

３．民生費 １，１８２，４４５

１．社会福祉費 ５９２，２３４

２．児童福祉費 ５８０，７２７

３．生活保護費 ９，１６６

４．災害救助費 ３１８

４．衛生費 ８６３，５６５

１．保健衛生費 ２８１，４４８

２．清掃費 ５８２，１１７

５．労働費 １７，７９８

１．労働諸費 １７，７９８

６．農林水産業費 ８６９，１２１

１．農業費 ８０８，１２４

２．林業費 ６０，９９７

７．商工費 １７０，８２０

１．商工費 １７０，８２０

８．土木費 ５３３，６８２

１．土木管理費 ５４，４７７

２．道路橋梁費 １９６，６７０

３．河川費 １１１，３０６

４．都市計画費 １６８，５２７

５．住宅費 ２，７０２

９．消防費 ５３２，７８１

１．消防費 ５３２，７８１

１０．教育費 １，３５８，８４５

１．教育総務費 ９９，４５０

２．小学校費 ２５２，８７１

３．中学校費 １７８，６１３

４．幼稚園費 １１２，２２７

（単位：千円）
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５．社会教育費 ３１４，７２６

６．保健体育費 ４００，９５８

１１．災害復旧費 ３０

１．農林水産業施設災害復旧費 １０

２．公共土木施設災害復旧費 １０

３．その他公共・公用施設災害復旧費 １０

１２．公債費 ２０

１．公債費 ２０

１３．諸支出金 ８１２，６４５

１．基金費 ７０

２．特別会計費 ８１２，５７５

１４．予備費 ３０，０００

１．予備費 ３０，０００

歳　　　出　　　合　　　計 ７，６６０，０００
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 総務課 総務係・情報政策係・職員係・生活安全係・国際交流係 
 
 財政課 財政係・管財係・契約係 
 
 秘書広報課 秘書係・広報係・情報公開係 
 
 税務課 管理係・市民税係・固定資産税係・収納係 
 
 （海津庁舎） 
 海津市民総合窓口課 産業経済係・建設係・水道環境係・市民福祉係・教育分室 
 
 （平田庁舎） 
 平田市民総合窓口課 総務企画係・市民福祉係・教育分室 
 
 （南濃庁舎） 
 南濃市民総合窓口課 総務企画係・産業経済係・建設係・水道環境係 
 
 企画課 企画調整係・青少年女性政策係・統計調査係 
 
 まちづくり推進課 地域計画係・プロジェクト推進係 
 
 農林振興課 農政係・農林振興係・農村整備係 
 
 商工観光課 商工振興係・交流産業係 
 
 建設課 管理係・道路維持係・道路建設係・用地係・河川管理係・住宅管理係 
 
 都市計画課 都市計画係・管理指導係・公園緑地係 
 
 水道課 管理係・業務第１係・業務第２係・業務第３係 
 
 下水道課 管理係・下水道第１係・下水道第２係・下水道第３係 
 
 環境衛生課 管理係・環境衛生係 
 
 市民課 市民係・年金係・国民健康保険係 
 
 福祉総務課 福祉企画係・生活福祉係 
 
 高齢福祉課 高齢者福祉係・介護保険係・介護認定係 
 
 障害福祉課 障害福祉係・福祉医療係 
 
 児童福祉課 児童母子福祉係・児童保育係 
 
 健康課 保健指導係・健康係 
 
 会計課 審査係・出納係 

総
務
部 

企
画
部 

産
業
経
済
部 

建
設
部 

水
道
環
境
部 

市
民
福
祉
部 

収
入
役 

助
役 

市
長 

４．行政組織及び各庁舎の案内

（１）海津市行政組織
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 議会  議会事務局  庶務係・議事係 
 
   消防総務課 総務係 
 
    予防係 
   予防課 
    保安係 
 
    防災係  
 
 消防本部 消防長 消防課 消防係  
 
    通信係 
 
   救急課 救急係 
 
    消防第一課 
 
   消防署 消防第二課 
 
    消防第三課 
 
    南濃分署 
 
    教育総務係 
   教育総務課 
    施設管理係 
 
    指導係 
   学校教育課 
    学事係 
 教育委員会 教育長 
    社会教育係 
 
   社会教育文化課 青少年係 
 
    文化係 
 
   スポーツ課 スポーツ振興係 

 監査委員 監査委員事務局 
 
 固定資産評価 固定資産評価審査 
 審査委員会 委員会事務局 
 
 公平委員会 公平委員会事務局 
 
 
選挙管理委員会

 選挙管理委員会 
  事務局 　 
 
農業委員会

 農業委員会 
  事務局 

農地係・振興係 
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〒503-0695
岐阜県海津市海津町高須515
TEL 0584-53-1111
FAX 0584-53-2170

海 津 庁 舎

１階

税務課

財政課

議員控室
議場

記者室

委員会室

総務課

市長公室

市長室企画課助役室
まちづくり
推進課

秘書
広報課

第３
会議室

議会
事務局

正副
議長室

監査委員事務局・
選挙管理委員会
事務局

会計課
宿直室

大会議室

収入役室

海津市民
総合窓口課

市民相談
コーナー

相談室

障害者用トイレ

２階

３階

（２）各庁舎の案内
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〒503-0392
岐阜県海津市平田町今尾557
TEL 0584-66-2411
FAX 0584-66-4140

平 田 庁 舎

１階

農林振興課 応接室

商工観光課

水道課

下水道課

第３
会議室

第２
会議室

第４
会議室

第５
会議室 第６

会議室

第１会議室

農業
委員会
事務局

都市計画課環境衛生課

建設課

大会議室

平田市民
総合窓口課

２階

本館

東館

本館

東館
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〒503-0495
岐阜県海津市南濃町駒野奥条
入会地99-2
TEL 0584-55-0111
FAX 0584-55-0340

南 濃 庁 舎

４階

１階

Ｂ１階

市民課

福祉総務課

教育総務課

教育研究所

スポーツ課 社会教育文化課 学校教育課

児童福祉課
健康課

大会議室

会議室

会議室 教育長室

南濃市民
総合窓口課

障害福祉課
高齢福祉課

相談室

相談室応接室

応接室

２階

本館

新館

新館

新館

新館

本館

本館

３階
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合 併 協 定 書

平成１６年９月１０日

海 津 町

平 田 町

南 濃 町

資料第５章

１．合併協定書
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１　合併の方式

海津郡海津町、同郡平田町及び同郡南濃町を廃し、その区域をもって新しい市を設置す

る新設合併とする。

２　合併の期日

合併の期日は、平成１７年（２００５年）３月２８日とする。

３　新市の名称

新市の名称は、「海津市」とする。

４　新市の事務所の位置

（１）当分の間、現３町の庁舎を海津庁舎、平田庁舎及び南濃庁舎とし、各庁舎に、住民の

利便及び組織運営の合理化という点に配慮して、総合支所的な機能を持たせる。また、こ

の間の事務所の位置は、海津庁舎の所在地（現海津町高須５１５番地）とする。

（２）統合庁舎については、新市において検討する。この場合において、統合庁舎の位置

（新たな事務所の位置）については、安全性（地盤の強固さ、自然災害被害の危険度の低

さ）を第一義として、利便性（鉄道、高速道路、国道、その他主要道路へのアクセス、付

近への人口の集中度、他の公共機関利用への利便）、経済性（建設経費、管理経費）等を

必須条件とし、住民の意向も含め、客観的、専門的に最適地を選定する。

（３）現南濃町の支所は、現行のとおりとし、統合庁舎移行後は、存続の方向でそのあり方

を検討する。

５　財産及び債務の取扱い

３町の所有する財産、公の施設及び債務は、すべて新市に引き継ぐものとする。財産区

有財産は、財産区有財産として新市に引き継ぐものとする。

６　議会の議員の定数及び任期の取扱い

新市における議会の議員の定数及び任期の取扱いについては、次のとおりとする。

①　新市の議会の議員の定数は、２０人とする。

② 議会の議員については、市町村の合併の特例に関する法律第７条第１項第１号の規

定を適用し、合併後６月間、引き続き新市の議会の議員として在任する。

７　農業委員会委員の定数及び任期の取扱い

（１）農業委員会の委員の定数及び任期については、新市に１つの農業委員会を置き、３町

の選挙で選任された農業委員であった者は、市町村の合併の特例に関する法律第８条第１
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項第１号の規定を適用し、平成１７年７月１９日まで引き続き新市の農業委員会の選挙に

よる委員として在任する。

（２）選挙による委員の定数は３０人とし、選挙区については３選挙区とする。

８　地方税の取扱い（国民健康保険税を除く。）

（１）個人町民税、法人町民税、固定資産税、軽自動車税、町たばこ税、特別土地保有税及

び入湯税については、市税として現行のとおり新市に引き継ぐものとする。

（２）鉱産税については、廃止する。

（３）入湯税については、減免措置について調整し、南濃町の例により新市に引き継ぐもの

とする。

（４）個人町民税の納期については、海津町及び平田町の例により調整するものとする。

（５）固定資産税の納期については、５月、７月、１１月及び翌年２月で調整するものとす

る。また、農村地域工業等導入促進法に係る特例及び中部圏開発整備法の規定による不均

一課税は、平田町及び南濃町の例により調整する。

（６）個人町民税及び固定資産税に係る前納報奨金制度については、当面存続し、報奨金の

額等は合併時までに見直す。

９　一般職の職員の身分の取扱い

（１）海津町、平田町及び南濃町の一般職の職員については、市町村の合併の特例に関する

法律第９条の規定により、すべて新市の職員として引き継ぐものとする。

（２）海津郡消防組合、海津郡サンリバー広域連合及び高須輪中衛生施設利用組合の一般職

の職員については、すべて新市の職員として引き継ぐものとする。

（３）職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化につと

めるものとする。

（４）職員の任免等については、人事管理の適正化の観点から、合併時に統一を図る。

（５）給与については、給与の適正化の観点から、合併時までに調整し統一を図る。

なお、合併時、現職員について現給を保障するとともに、合併後、給料の格差是正を行

う。

１０　特別職等の身分の取扱い

（１）新市の職務執行者については、３町の長が別に協議して定める。

（２）特別職及び行政委員会委員等の身分の取扱いについては、法令等の定めがある場合は、

その規定を適用する。なお、法令等の定めがない場合は、新市において新たに設置する。

（３）教育長を含む特別職の職員の報酬等については、当面３町の例により調整し、新市に

おいて類似団体の特別職の職員の報酬等を参考にして定める。
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１１　条例、規則等の取扱い

条例、規則等の制定に当たっては、合併協議会で協議・承認された各種事務事業等の調

整内容に基づき、統一を図り新市における次の区分により整備するものとする。

① 合併と同時に市長職務執行者の専決処分により、即時制定し、施行させる必要があ

るもの

②　合併後、一定の地域に暫定的に施行させる必要があるもの

③　合併後、逐次制定し、施行させることとするもの

１２　事務機構及び組織の取扱い

新市における事務機構及び組織については、新市建設計画等との整合性を図りながら次

の「新市における組織・機構の整備方針」に基づき整備するものとする。

「新市における組織・機構の整備方針」

①　市民が利用しやすく、市民の声が適正に反映することができる組織・機構

②　市民サービスが現行より低下しないよう配慮した組織・機構

③　簡素で効率的及び指揮命令系統がわかりやすく、責任の所在が明確な組織・機構

④　行政課題に迅速かつ的確に対応できる組織・機構

１３　一部事務組合・広域連合等の取扱い

（１）海津郡の町で構成する一部事務組合及び広域連合については、合併の前日をもって当

該組合及び広域連合を解散し、合併の日に全ての事務及び財産を新市に引き継ぐものとす

る。

（２）その他の一部事務組合については、３町は合併の前日をもって当該組合等から脱退し、

新市において合併の日に当該組合に加入する。

（３）大垣地域広域市町村圏協議会その他の協議会については、３町は合併の前日をもって

これらの協議会から脱退し、新市において合併の日に大垣地域広域市町村圏協議会その他

必要と認められる協議会に加入する。

（４）大垣地域公平委員会においては、合併の前日をもって脱退し、新市において公平委員

会を設置する。

（５）３町の土地開発公社については、合併の前日までに解散する。

１４　使用料、手数料等の取扱い（上下水道使用料、公営住宅使用料を除く。）

（１）使用料については、同一又は類似する施設に係るものを除き、現行のとおりとする。

同一又は類似する施設の使用料は、合併時又は合併後速やかに、可能な限り統一するもの

とする。この場合において、必要に応じて経過措置（激変緩和措置）を設ける。

（２）手数料については、受益者負担の原則を基本に、サービスに対する適正な負担額を決
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定し、合併時に統一する。

１５　公共的団体等の取扱い

公共的団体等については、新市の速やかな一体性を確立するため、それぞれの実情を尊

重しながら、そのあり方について調整につとめるものとする。

（１）各町共通の団体について

①　新市との一体性を保つため、できる限り合併時に統合できるように調整につとめる。

② 国・県の指導等に基づき設置された団体については、関係機関の助言・指導等をも

とに、そのあり方について協議していくものとする。

③ 統合に時間を要する団体については、将来の統合に向け検討が進められるよう調整

につとめる。

（２）各町独自の団体について

原則として、現行のとおりとする。

１６　各種団体への補助金、交付金等の取扱い

各種団体への補助金、交付金等の取扱いについては、その事業目的、効果を総合的に判

断し、公共的必要性、有効性、公平性の観点に立ち、新市において調整するものとする。

① ３町又は２町で同一又は同種の補助金等については、関係団体等の理解と協力を得

て、統一の方向で調整する。

② 独自の補助金等については、従来の実績等を尊重し、市域全体の均衡を保つよう調

整する。

③　整理統合できる補助金等については、統合するよう調整する。

１７　町・字の区域及び名称の取扱い

（１）町・字の区域は、現行のとおりとする。

（２）町・字の名称については、現行の町・字名の前に、３町名（海津町、平田町又は南濃

町）を付ける。

１８　慣行の取扱い

（１）市章、市民憲章、市の花・木等については、新市において定めるものとする。

（２）各種宣言については、新市において定めるものとする。

（３）名誉市民制度については、新市において、平田町及び南濃町の例により調整する。

（４）表彰制度については、新市において新たな制度を創設するものとする。
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１９　消防団及び水防団の取扱い

消防団は、合併時に統合し、水防団は、新市に引き継ぐ。

なお、分団等の組織は当面現行のとおりとするが、新市において適正な組織体制につい

て検討するものとする。

２０　各種事務事業の取扱い

２０－１　コミュニティ関係事業（自治組織）

自治組織を含め、依頼業務、財政的支援等について、合併時までにできる限り統一し、

新市に引き継ぐ。

２０－２　広報公聴関係事業

（１）新市において、広報紙を発行する。なお、発行日、発行回数及び配布方法は、合併時

までに調整する。

（２）新市において、ホームページを開設する。

（３）その他の広報公聴関係事業については、新市において調整する。

２０－３　姉妹都市・国際交流関係事業

交流事業については、平成１７年度は引き続き実施し、平成１８年度以降については新

市において調整する。

２０－４　人権対策事業

（１）人権・同和啓発等事業については、これまでの取組の経緯を踏まえ、新市においても

引き続き推進する。

（２）男女共同参画事業については、新市において計画を策定する。

２０－５　総合交通関係事業

（１）地方バス路線維持、スクールバス及び巡回バス等の公共交通機関の確保に関する事業

については、当面現行の制度を新市に引き継ぎ、新市において運行経路等の調整をするも

のとし、料金は、合併時までに調整する。

（２）その他総合交通関係については、新市において調整する。

２０－６　国民健康保険事業

（１）国民健康保険税の税率については、合併時に調整する。

（２）国民健康保険税の賦課限度額、賦課期日については、現行のとおりとし、軽減割合に
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ついては、南濃町の例による。

（３）国民健康保険税の納期については、南濃町の例による。ただし、１２月については１

日から２０日までとする。

（４）保険給付事業については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。

２０－７　環境対策事業

（１）ごみの収集方法については、新市までに統一を図り、調整する。

（２）一般家庭用指定ごみ袋については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。

（３）最終処分場については、当分の間現行のとおりとし、新市において調整する。

（４）斎苑については、当分の間現有施設を存続し、現有施設の統合を含め施設のあり方に

ついて、合併時までに調整する。

２０－８　保育事業

（１）保育所については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。

（２）保育時間については、平日については現行どおりとし、土曜日は基本保育時間を午前

８時から午前１１時３０分までとする。

（３）延長保育については、保育所の開設日に全ての保育所において実施し、保育時間を午

前７時３０分から午後７時までとし、費用は無料とする。

（４）一時保育については、南濃町の例により実施する。

（５）障害児保育については、現行のとおり新市に引き継ぐ。

（６）乳児保育については、生後１．５月から対象とする。

（７）保育料については、南濃町の保育料を基本に、新市発足時に統一する。

２０－９　福祉関係事業

現行のとおり新市に引き継ぐものとする。

２０－１０　健康づくり事業

（１）各種健（検）診については、南濃町の例により新市に引き継ぐものとする。

（２）海津郡医師会病院以外で、人間ドックを受けた人間ドック助成金については、海津町

の例により新市に引き継ぐものとする。

２０－１１　農林水産関係事業

（１）新市において新たな農業振興地域整備計画を策定する。新計画を策定するまでの間は、

現計画（農振農用地区域を含む。）を新市に引き継ぐ。

（２）農業近代化資金等利子補給については、現行のとおり新市に引き継ぐ。
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（３）地域農政推進対策事業については、引き続き実施する。ただし、当事業の促進体制に

ついては、新市において確立する。

（４）林業関係事業については、現行のとおり新市に引き継ぐ。

２０－１２　商工観光関係事業（イベント）

イベントについては、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。ただし、運営方法等に

ついては、新市において調整するものとする。

２０－１３　上下水道事業

（１）水道事業

①　加入金については、南濃町の例により、一律１５，０００円（消費税別途）とする。

②　使用料金については、海津町基本料金１，４００円／１０ｍ3 超過料金１４０円／ｍ3

平田町基本料金１，４００円／１０ｍ3 超過料金１３０円／ｍ3

南濃町基本料金 ９５０円／１０ｍ3 超過料金１００円／ｍ3

とし、合計額に消費税を加えたものとする。（１０円未満切捨て）

上記使用料金については、合併３年後に適正な価格を定めて統一する。

③　検針については、平田町の例により隔月検針とする。

④　用途区分及び口径別については、廃止する。

⑤ 南濃町の簡易水道料金については、事業完了まで、現行どおり新市に引き継ぐもの

とする。

（２）下水道事業

① 受益者負担金及び納期については、現行どおり新市に引き継ぎ、事業完了後統一す

るものとする。公共桝を２個設置する場合及び世帯の取扱いについても同様とする。

② ３町の公共下水道及び平田町の農業集落排水の使用料金については、海津町の例に

よる基本料金１，６００円／１０ｍ3 超過料金１６０円／ｍ3 とし、合計額に消費税を

加えたものとする。（１０円未満切捨て）

③　使用料の納期については、平田町の例により統一（隔月）するものとする。

④ 南濃町の農業集落排水使用料金については、現行のとおり新市に引き継ぐものとする。

２０－１４　建設関係事業

現行どおり新市に引き継ぎ、新市において新たな道路整備計画等を策定していくものと

する。

２０－１５　学校教育事業（通学区域）

通学区域については、現行のとおりとする。ただし、合併後速やかに教育的・社会的状
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況の変化に適切に対応し、通学区域の一部自由化を検討する。

２０－１６　社会教育事業

社会教育（社会体育）事業については、新市の一体性を確立するため、そのあり方につ

いて調整につとめる。

（１）各町共通の事業について

①　新市の一体性を保つため、できる限り合併時に統合できるよう調整につとめる。

② 関係機関の助言等に基づき進められている事業については、それらを踏まえそのあ

り方について協議していくものとする。

③　統合に時間を要するものについては、将来の統合に向け検討を進める。

（２）各町独自の事業について

当面現行のとおり継続していくものとする。

２０－１７　その他協議が必要な事業

（１）指定金融機関等について

指定金融機関等については、合併時までに調整する。この場合において、信頼性の高い

金融機関を指定し、複数金融機関等の期限付ローテーションは行わない。

（２）電算システム

①　電算システムについては、可能な限り合併時までに統合する。

② 統合できないシステムについては、住民サービスの低下を招かないよう対処するも

のとする。

③　新市において、地域情報化計画を構築するものとする。

２１　新市建設計画に係る事項

新市建設計画は、別添「新市建設計画」に定めるとおりとする。
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２．新市建設計画・ダイジェスト版

縮 刷 版
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３．海津郡３町合併協議会だより

縮 刷 版
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　　海津町・平田町・南濃町合併の記録 

 

発行　平成１７年７月 

編集　海津市役所企画部まちづくり推進課 

　　　岐阜県海津市海津町高須５１５ 

　　　０５８４（５３）１１１１（代表） 

 



岐 阜 県 海 津 市 

市章のデザインコンセプト  
3町が合併により躍動感あふれる市

を築き、いきいきと元気に暮らす様子と、

緑に恵まれ木曽三川が織り成すふ

れあい交流都市をイメージ。水と共

生するなかで市民の懐に抱かれな

がら成長する様も示す。 

海津町・平田町・南濃町 

合併の記録 

古紙含有率100％の再生紙を 
使用しています。 

環境に配慮した植物性大豆油インキを 
使用しています。 

海
津
町
・
平
田
町
・
南
濃
町
　
合
併
の
記
録 

岐
阜
県
海
津
市 




